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第１章 基本的な考え方 

 

１ 策定の経緯 

 

三重県では、「人権が尊重される三重をつくる条例」（1997(平成９)年制定）に基づ

いて、1999（平成 11）年に人権施策基本方針を策定しました。 

基本方針に基づいて分野毎の施策を推進していくために、「人権が尊重される三重

をつくる行動プラン」を 2007（平成 19）年３月に定め、その後、三次にわたり改定を

行い、2020（令和２）年３月に「第四次人権が尊重される三重をつくる行動プラン」

を策定しました。 

 

2022（令和４）年５月にこれまでの「人権が尊重される三重をつくる条例」を全部

改正し制定された「差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例（以下「差別

解消条例」という。）」をふまえ、2024（令和６）年３月に改定した「三重県人権施策

基本方針（第三次改定）」に基づいて、行動プランを策定しました。 

 

三重県人権施策の計画体系 

【条例】        【基本方針】      【行動計画】 

 

 

 

 

 

 

      【県】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三重県人権施策 
基本方針（第二次改定） 
（2015（平成 27）年 

12 月改定） 

第三次人権が尊重される
三重をつくる 
行動プラン 

（ （2016(H28)年度～ 
    2019(R 元)年度） 

第二次人権が尊重される
三重をつくる 
行動プラン 

（ （2011(H23)年度～ 
2015(H27)年度）

みえ県民力ビジョン 
(2012(平成 24)年３月策定) 

みえ県民力ビジョン・行動計画 
(2012(平成 24)年度～ 

2015(平成 27)年度） 

みえ県民力ビジョン 
第二次行動計画 

（2016(平成 28)年度～ 
2019(平成 31、令和元)年度） 

人権が尊重される三重をつ
くる条例 
(1997 (平成 9)年 10 月施行) 

三重県人権施策 
基本方針（第一次改定） 
（2006（平成 18）年 

３月改定） 

人権が尊重される三重
をつくる行動プラン 

（ （2007(H19)年度～ 
      2010(H22)年度） 

強じんな美し国ビジョンみえ 
（2022(令和 4)年 10 月策定） 

強じんな美し国ビジョンみえ・
みえ元気プラン 
（2022(令和 4)年度～ 

2026(令和 8)年度） 

差別を解消し、人権が尊重
される三重をつくる条例 
(2022 (令和 4)年 5 月施行) 

三重県人権施策 
基本方針（第三次改定） 
（2024（令和 6）年 

3 月改定予定） 

第四次人権が尊重される
三重をつくる 
行動プラン 

( （2020(R２)年度～ 
    2023(R５)年度) 

 

第五次人権が尊重され
る三重をつくる 
行動プラン 

( （2024(R6)年度～ 
2027(R9)年度) 

 

みえ県民力ビジョン 
第三次行動計画 

（2020(令和２)年度～ 
2023(令和５)年度） 
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２ 計画の期間 

 

第五次行動プランの計画期間は、2024（令和６）年度から 2027（令和９）年度ま

での４か年とします。 

 

 

３ 「基本方針（第三次改定）」の基本理念 

 

「基本方針（第三次改定）」では、めざす社会として、不当な差別その他の人権問題

のない、人権が尊重される社会の実現を掲げています。このような社会を実現するた

めに、「多様性が尊重され、誰一人取り残されることのない共生社会の実現」、「差別

を解消し、互いに認め合い、支え合う社会の実現」を基本理念としています。  

 

 

 
【人権施策体系図】「三重県人権施策基本方針（第三次改定）」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権教育 

部落差別（同和問題） 

子  ど  も  

インターネットによる人権侵害 

不当な差別その他の人権問題を
解消するための施策の推進 

人権啓発および人権教育の推進 課題別施策の推進 

人権啓発 

性的指向・性自認 

あらゆる人権課題の解消に向けて 
（アイヌの人びと、刑を終えて出所した
人等、災害と人権、貧困等に係る人権課
題、北朝鮮当局による拉致問題等  等） 

相 談 体 制 の 充 実 

紛争解決に向けた取組の充実 

ひ き こ も り 

女           性 

障 が い 者  

患   者   等 

高     齢     者 

外     国     人 

犯 罪 被 害 者 等 
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第２章 人権施策の推進 

 

Ⅰ 人権啓発および人権教育の推進 

 

人権施策【101】  人権啓発 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

県や市町等は、効果的な手法による多様な機会を提供することで、県民一人ひとり

が、さまざまな人権問題に関する正しい知識を習得しています。 

県民一人ひとりが人権問題に対して傍観することなく、自らの問題としてとらえ、

その解消に向けてそれぞれの立場において主体的に取り組んでいます。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より       

 ■あなたは最近５年間で、県や市町などが主催する人権に関する講演会や研修会に 

 参加したことがありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権に関する講演会や研修会に、「１～２回参加した」と「３回以上参加した」と

を合わせると 18.7％で、前回調査より 3.9 ポイント増えました。「一度も参加したこ

とがない」は 79.3％で、前回調査より 4.1 ポイント減りました。「一度も参加したこ

とがない」と回答した人にその理由を尋ねたところ、「講演会や研修会が開催されて

いることを知らなかった」53.5％、「関心がない」14.5％、「時間や場所の問題で参

加できなかった」6.9％などでした。「関心がない」は前回調査より 18.6 ポイント減

っています。 

人権に関する講演会や研修会に一度も参加したことがない県民が約８割いること

から、人権意識の高揚のために、人権啓発事業の開催を多くの県民に届けるとともに、

関心を持ってもらえるような内容の工夫が必要です。 

 

9.7

11.6

5.1

7.1

83.4

79.3

1.8

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年

（令和元年）

2022年

（令和４年）

１～２回参加した ３回以上参加した

一度も参加したことがない 無回答
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２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

県では、県民一人ひとりの人権意識の高揚をめざした啓発を、さまざまな主体と連

携を図り、推進してきました。人権啓発の拠点施設である三重県人権センターを中心

として、広報媒体による啓発や講演会・研修会の実施のほか、人権メッセージや人権

ポスターの募集等、県民参加型の啓発活動を展開するとともに、スポーツ組織等と連

携・協力し、啓発に取り組んできました。 

人権尊重の社会をめざすには、地域等の実情に応じたきめ細かな啓発活動の実施が

必要です。そのため、地域や職場等において、啓発活動を担う人材を養成する取組を

継続していく必要があります。 

加えて、県だけでなく、国や市町、事業者やＮＰＯ等、さまざまな実施主体と連携

するとともに、テレビ、ラジオ、新聞、インターネット等、各種媒体を効果的に組み

合わせて、県民にとってよりわかりやすく効果的な啓発活動を総合的に展開していく

ことが必要です。 

 

３ 取組方向                               

（１）効果的な啓発活動の推進 

①「世界人権宣言」「差別解消条例」等の理念･内容の普及･啓発 

「世界人権宣言」および人権に関する国際諸条約、「障害者差別解消法」「ヘイ

トスピーチ解消法」、「部落差別解消推進法」、「差別解消条例」等の理念、内容

の普及・啓発に努めます。 
 

②人権啓発の機会の充実、多様な手法による啓発活動の実施 

県民一人ひとりが人権問題を自らの問題として考え、行動に移していけるよう、

より効果的な研修会・講演会等を工夫して実施し、啓発機会の充実に努めます。 

また、広報紙をはじめ、テレビ、新聞等、広報媒体やインターネットを活用し、

子どもから大人まで幅広く受け入れられる効果的な人権啓発、広報活動に取り組

みます。 
 

③人権啓発拠点機能の利活用 

多くの県民に、人権啓発の拠点である三重県人権センターの常設展示室や図書

室等の利活用を促します。 
 

④「差別をなくす強調月間」「人権週間」における重点的な啓発活動の実施 

「差別をなくす強調月間」（11 月 11 日～12 月 10 日）および「人権週間」（12

月４日～10 日）において、国、市町、事業者等と連携して、県内各地での街頭啓

発やスポット放送等の啓発・広報活動を集中的に行います。 

 

（２）さまざまな主体との協働による啓発活動の推進 

①さまざまな主体と連携した啓発の実施 

人権尊重やダイバーシティの視点に立ったまちづくりに向け、さまざまな主体

の特色を生かし、連携・協働して啓発を行います。 

また、市町と連携し、より多くの県民の参加を促進するよう取り組みます。 
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②地域の特性を生かした啓発活動の実施 

地域の特性や実情に応じた啓発活動を実施するため、行政機関・事業者・   

ＮＰＯ・団体等、さまざまな主体と連携を図ります。 
 

③隣保館との連携による啓発活動の推進 

地域に密着したコミュニティセンターとして位置づけられている隣保館との

連携を図りながら、啓発活動の推進に努めます。 

 

（３）事業者等への啓発活動の推進 

①事業者等の人権意識の高揚 

人権への自主的な取組をより一層推進していくため、さまざまな機会をとらえ

て啓発に取り組んでいきます。 
   

②公正採用選考の確保 

採用にあたっての公正な採用選考の確立を図り、就職の機会均等が図られるよ

う、国と連携しながら啓発を推進します。 

 

（４）啓発活動を担う人材の養成 

県内全ての市町で、法令の趣旨の周知や地域の実情に応じた啓発活動を促進する

ため、行政機関や事業者・団体等のトップや幹部職員、人権啓発担当者等に対して

研修等を実施し、人権問題や施策に関する知識や理解を一層深められるよう支援し

ます。また、各地域防災総合事務所・地域活性化局での啓発活動を市町と連携して

取り組みます。 
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人権施策【102】  人権教育 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

学校、家庭、職場等、地域社会のあらゆる場で、一人ひとりが、人権の意義とその

重要性についての正しい知識を十分に身につけています。また、日常生活の中で人権

尊重の考え方に反するような出来事をおかしいと思う感性や人権を尊重する姿勢を

養い、行動に現れるよう人権感覚を十分に身につけています。 

指導者の養成とその資質の向上を図ることで、人権尊重の理念について十分な認識

を有した人権教育の指導体制が整っています。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より       

 ■あなたは学校や職場、地域で、次のような人権学習を受けたことがありますか。（複

数回答） 

■部落差別（同和問題） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■障がい者の人権 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27.7%

19.6%

8.2%
2.7%

4.8%

15.6%
20.1%

26.6%

1.8%

24.4%
19.4%

7.5%

2.5%

6.6% 12.5%

19.3%

31.4%

3.0%

0%

20%

40%

小
学
校

中
学
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大
学
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短
大

専
門
学
校

住
民
対
象
の

講
座
な
ど

職
場
の
研
修

は
っ
き
り
と

覚
え
て
い
な
い

受
け
た
こ

と
が
な
い

無
回
答

2022（令和４）年 2019（令和元年）

16.3%

14.1%

6.8%

4.5%

2.8%

13.5%

28.9% 29.3%

2.6%

12.4%

12.4%

6.5%
5.0%

4.3%
12.9%

25.7%

37.3%

4.3%
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大
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ど
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場
の
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修
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っ
き
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と
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え
て
い
な
い

受
け
た
こ

と
が
な
い

無
回
答

2022（令和４）年 2019（令和元年）
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■外国人の人権 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

人権学習の機会を聞いたところ、「受けたことがない」の割合は、部落差別（同和

問題）が 26.6％で前回調査より 4.8 ポイント、障がい者の人権が 29.3％で前回調査

より 8.0 ポイント、外国人の人権が 42.3％で前回調査より 8.0 ポイント、それぞれ減

りました。 

県民が人権について学ぶことができるよう、学校教育や社会教育のさまざまな場面

での人権教育や人権啓発を進めていく必要があります。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

人権が尊重される社会を実現していくためには、人権に関する理解を深め、人権感

覚を養い、自他の人権を守るための実践行動ができる力を身につけることが必要です。

そのため県は、さまざまな主体と協働して人権教育に取り組んできました。 

学校教育においては、同和教育の理念や成果を重要な柱とする人権教育を総合的・

系統的に進めるためのカリキュラムの活用や改善、人権学習の実施に向けた助言等を

行いました。また、個別的な人権問題に関わる学習を推進するため、人権学習教材お

よび人権学習指導資料の活用促進や教科学習における取組の充実を図りました。今後

も、教育活動全体を通じて、一人ひとりの存在や思いが大切にされる学校づくりを進

めるとともに、個別的な人権問題に関わる学習活動の定着・促進が求められています。

また、学校・家庭・地域の連携体制である子ども支援ネットワークを活用した、人権

尊重の地域づくりの推進が必要です。 

社会教育においては、地域での人権学習を推進するよう市町への支援、協力を行い、

県・市町職員、教職員、警察職員、医療関係者、福祉関係者、マスメディア関係者等

の人権に関わりの深い職業に従事する人や事業者・団体等における人権研修の充実や

支援を進めてきました。特に、行政職員については、2016（平成 28）年施行の「障害

者差別解消法」、「ヘイトスピーチ解消法」、「部落差別解消推進法」などをふまえ

た啓発・教育が求められていることから、それらの法令についての研修等をより進め

る必要があります。 

 

 

 

 

6.8%
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３ 取組方向                               

（１）就学前における豊かな人間性の育成 

一人ひとりの子どもの人格や個性が尊重され、豊かな人間性が育まれるよう「三

重県人権保育基本方針」および「三重県同和保育基本方針」に基づき人権課題に係

る研修を行うとともに、家庭環境に配慮を要する児童が多い保育所に加配保育士を

配置し、家庭訪問などきめ細かな保護者への指導援助を行い、人権保育を推進しま

す。 

 

（２）学校教育における人権教育の推進 

①人権文化創造の主体となる意欲、態度、実践力を育てるための教育の推進 

人権問題を自らの課題としてとらえ、人権文化創造の主体となるための意欲や

態度、技能を育て、自他の人権を守るための実践行動ができる力を育みます。ま

た、一人ひとりの自己実現につながる進路・学力保障に取り組みます。  
 

②総合的・系統的なカリキュラムに基づいた実践 

各学校で作成している「人権教育推進計画」について、子どもや保護者、地域

の状況などをふまえた見直しを図り、人権教育を全ての教育活動の中で総合的・

系統的に推進します。 
 

③人権学習教材の活用・定着と開発 

人権学習教材および指導資料の効果的な活用方法について研究し、その活用促

進を図るとともに、指導方法や教材開発等の研究を進めます。  

 

（３）社会教育における人権教育の推進 

①市町等との連携・協働 

市町等と連携・協働し、住民主体の自主的な学習活動が進められるよう支援し

ます。 
 

②住民の主体的な人権学習の促進 

子どもから大人まで、人権課題を主体的に考え、行動していくため、人権に関

する学習機会を提供し、住民主体の人権が尊重されるまちづくりを促進します。 
 

③家庭・地域と協働した取組の推進 

学校、家庭、地域等が連携する子ども支援ネットワークや人権教育推進協議会

の活動を推進し、その取組を支援します。  

 

（４）事業者・民間団体における人権教育の推進 

①児童生徒の保護者に向けた人権学習の促進 

ＰＴＡ等の組織とともに、人権講演会を主催するなど、学校・家庭・地域が連

携・協働して人権教育を進めていくよう働きかけていきます。  
 

②事業者・団体の人権教育の取組促進 

人権が尊重される地域社会の実現のため、事業者や団体における研修を支援し

ます。 

県内の事業者や団体の役員対象の人権研修会、公正採用選考に関する研修会を

開催するとともに、啓発訪問を実施するなど、人権意識の醸成に努めます。  
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また、社内研修等、事業者等の自主的な取組を支援します。  

 

（５）人権に関わりの深い職業従事者に対する人権教育の推進 

①行政職員の人権研修の推進 

県職員の人権問題に関する意識の向上と問題解決力の向上に資するため、職員

研修の充実を図るとともに、人権問題に関する県職員意識調査の結果をふまえた

効果的な研修の実施や、市町における職員人権研修等の取組支援に努めていきま

す。 

また、人権施策を推進するため、人権啓発を推進する役割を担う職員に人権問

題解決に必要な専門知識を習得させるとともに、その活用を図ります。 
 

②教育職員等の人権研修の推進 

人権問題に関する教職員意識調査の結果をふまえ、研修機会の充実を図るとと

もに、情報の提供に努めます。  

また、教職員をはじめとする教育関係者に研修等を行い、学校における人権教

育の推進とさまざまな主体との連携を図ることができる人材を育成するととも

に、その活用を図ります。 
 

③消防・警察職員の人権研修の推進 

人権を尊重した消防・警察活動を推進するため、職員の人権意識の向上に努め

ます。 
 

④保健・医療、福祉関係者への人権研修の推進 

医療事務職員や看護師等の保健・医療関係者、社会福祉関係団体や施設の職員

等の福祉関係者に対する人権教育を充実します。  
 

⑤報道機関関係者における人権教育の自主的な取組の促進 

人権問題に関する報道機関の影響力に鑑み、報道機関関係者との人権課題に関

する研修や意見交換を行います。  
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Ⅱ 不当な差別その他の人権問題を解消するための施策の推進 

 

人権施策【201】  相談体制の充実 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

相談機関相互の連携が図られており、円滑かつ迅速に対応できる相談体制が整えら

れています。 

県民一人ひとりが抱える問題について、身近な相談窓口で気軽に、対話を重視し、

相談者に寄り添った相談が受けられています。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より       

 ■人権についての相談を受け付けている以下の機関をご存知ですか。(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（2022（令和４）年度調査） 
 

人権相談機関を知っているかを聞いたところ、多い順に「市町の相談窓口（市役所、

町役場、隣保館など）」が 56.1％、「県の機関（三重県人権センター、三重県女性相

談所、三重県障がい福祉課など）の相談窓口」が 44.4％、「民生・児童委員」が 39.9％

の順となりました。 

人権侵害を受けた人たちが適切に相談を受けることができるよう、相談機関の一層

の周知が必要です。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

県では、三重県人権センターに相談窓口を設け、さまざまな人権問題に関する相談

に応じ、相談者が抱える問題の解決を支援しています。それぞれの人権課題に関わる

問題に対しては、児童相談所、三重県男女共同参画センター「フレンテみえ」、「み

え外国人相談サポートセンター（ＭｉｅＣｏ）」、「みえ性暴力被害者支援センター 

よりこ」、三重県障がい福祉課、三重県労働相談室等、各課題に対応した相談窓口を

設けています。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

人権擁護委員

NPOなどの民間の相談窓口

国の機関の相談窓口

法テラス・弁護士

警察

民生・児童委員

県の機関の相談窓口

市町の相談窓口



11 

差別解消条例第 12 条で規定されている相談対応として「助言、調査、関係者間の

調整」が適切に実施できるよう、相談体制を充実する必要があります。 

このため、相談対応については、人権センターを人権問題に関する相談の総合窓口

として位置づけ、アドバイザーを設置するなど、相談者に寄り添った対応が円滑かつ

迅速に行えるよう体制を整備したところです。 

「人権問題に関する三重県民意識調査」（2022（令和４）年度実施）で、人権の侵

害を受けた経験と対応について聞いたところ、最近５年間で自分の人権が侵害された

と感じた割合は 11.2％でした。人権侵害を受けたときの対応としては「相手に抗議し

た」が 18.2％で、2019（令和元）年度に実施した前回調査より 2.6 ポイント増えまし

た。また、「何もせず、がまんした」は前回調査より 11.9 ポイント減ったものの、

35.0％でした。このため、個別の人権問題についての相談機関をきめ細かく周知して

いくとともに、相談員の資質向上が必要です。 

また、あらゆる人権問題に関する相談に迅速かつ的確に対応していくため、国や市

町などの行政の相談機関だけでなく、社会福祉関係団体等の民間の相談機関との連携

強化に取り組み、地域における相談ネットワークをより充実させていく必要がありま

す。 

 

３ 取組方向                               

（１）相談窓口の広報と充実 

①幅広い広報手段を活用した相談窓口の周知 

相談を必要とする全ての人に届くよう、県の広報紙やホームページ等への掲載、

ポスターやパンフレット等を活用し、各種相談機関に関する情報を提供します。 
 

②相談内容に応じた相談窓口の充実 

人権に関わるさまざまな相談を適切に受けられるよう、相談窓口の充実を図り

ます。また、相談者の身近な地域において、気軽に相談できる環境整備に努めま

す。 
 

③利用しやすい方法、場所で相談に応じられる体制整備 

電話やファックス、電子メール等による相談、出張相談やＳＮＳ※１を活用した

相談の実施等、各機関の対応状況をふまえつつ、相談者が利用しやすい方法で相

談に応じられる体制整備を図ります。 

 

（２）相談体制の強化 

①相談窓口の専門職員の確保・充実 

各種専門相談窓口における専門職員の確保、充実を図るとともに、相談員等を

対象とした研修を実施し、資質向上および専門性の確保を図ります。 
 

②相談内容の検討（分析）による適切な対応 

人権相談事例の収集・蓄積、相談内容の検討（分析）を行い、各種相談に対し

てより適切な対応ができる体制づくりに取り組みます。 
 

③相談者に寄り添った相談体制 

弁護士等のアドバイザーを人権センターに配置することで、相談者に丁寧に寄

り添った対応が円滑かつ迅速に行えるよう体制の整備を図ります。 
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（３）相談機関等相互の協働・連携の強化 

①各種相談機関との連携の充実による実効ある相談・支援体制の構築 

県、国、市町、民間の相談機関等さまざまな団体との連携を強化し地域の課題

解決に向けた情報交換を行うとともに、相談員の資質向上および相談者に寄り添

った相談・支援体制の充実を図ります。 
 

②相談ネットワークの構築と支援体制の構築 

相談者の身近な地域での相談体制を充実していくため、相談ネットワークの構

築を図ります。また、地域での対応が困難な相談に対して、広域的、専門的機能

から補完・支援できる体制の構築を図ります。 

 

 

***************************************************************************** 
※１ ＳＮＳ 

ソーシャル・ネットワーキング・サービス（Social Networking Service）の略で、限られ
たユーザーだけが参加できる Web サイトの会員制サービスのことです。友人同士が集ま
ったり、同じ趣味を持つユーザーが集まったり、近隣地域のユーザーが集まったりと、あ
る程度閉ざされた世界にすることで、密接なユーザー間のコミュニケーションを可能に
しています。 
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人権施策【202】  紛争解決に向けた取組の充実 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

いじめや虐待を受けている子ども、配偶者等からの暴力を受けている被害者などの

深刻な権利侵害に対して福祉、保健、教育、警察などの関係機関が家庭や地域社会と

連携して取り組み、被害が救済されています。  

差別解消条例に基づく「助言、説示及びあっせん」の実施により、当事者間の問題

解決が図られるなど、実効性の高い積極的な救済が図られています。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より       

■最近５年間で自分の人権が侵害されたと感じたことが「ある」と回答した方にお 

 たずねします。人権侵害を受けたとき、あなたはどのような対応をしましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（2022（令和４）年度調査） 
 

最近５年間で自分の人権が侵害されたと感じた人に人権侵害を受けた時の対応を

聞いたところ、最も多かったのが、「家族や友人などに相談」42.3％で、前回調査より

5.6 ポイント増えました。次いで多かったのが「何もせず、がまんした」35.0％で、

前回調査より 11.9 ポイント減りました。 

人権侵害を受けたときに相談できるさまざまな相談機関の周知や、相談員の資質向

上のための取組が必要です。 
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２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

県では、緊急に避難や保護を必要とする子どもや女性の一時保護や自立支援等の取

組を行っているほか、さまざまな人権侵害について各分野の相談機関が専門的に対応

し、救済を図っています。 

2022（令和４）年５月に施行した差別解消条例に規定する不当な差別その他の人権

問題を解消するための紛争解決体制を適切に運営し、不当な差別にかかる問題解決を

図ることが必要です。 

人権が尊重される社会の実現のためには、あらゆる人権課題に対して迅速かつ的確

に対応していくことが求められます。特に、差別事象が発生した際には、被害者の心

の状態に留意し、関係機関と連携した適切な対応が必要です。こうしたことから、三

重県人権センターをはじめとしたそれぞれの相談窓口で、気軽に相談できるような周

知啓発と相談員の資質向上、人権侵害を受けた被害者の心のケアを図っていく必要が

あります。 

また、児童虐待相談対応件数は緩やかな増加傾向となっており、今後は面前ＤＶ※１

等の心理的虐待や子育ての悩みなどの相談が増加すると想定され、それらが身体的虐

待や重篤な事案につながらないような対応が必要となっています。 

インターネット上の人権侵害に対しては、インターネットおよびスマートフォン等

のサイト上における三重県に関連する差別的な書き込みについて、モニタリングを行

い、国等の関係機関と連携を図りつつ、引き続き、削除要請を行う必要があります。 

 

３ 取組方向                               

（１）人権侵害に対応するための取組 

①差別事象・人権侵害に対する関係機関の連携した取組 

差別事象・人権侵害についての「差別事象対応マニュアル」を策定し、差別事

象・人権侵害が発生した場合には、国、県、市町、関係機関が連携し、当該事象

発生の原因、背景等を分析し、今後の対応策を協議・検討します。 
 

②人権侵害被害者への支援と関係者への啓発 

人権侵害を受けた被害者に寄り添い、相談やカウンセリングを通じて心のケア

や支援を継続して行うとともに、関係者等への啓発を行い、再発の防止に向けた

取組を行います。 
 

③虐待等の早期発見・早期対応の推進と被害者のケアの充実 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）や児童虐待等について、早期に発見し、

緊急一時避難先を確保するなどの早期対応を推進するため、関係機関との連携強

化を図ります。また、ＤＶ被害者や児童への心理的支援を行うとともに、児童虐

待相談機能を強化します。 
 

④いじめや暴力行為等のへの教育相談・支援体制の充実 

いじめや暴力行為等の未然防止および早期発見・早期解決を図るため、教職員

による子どもたちの見守りやスクールカウンセラー等による専門的な教育相談

の充実に取り組むとともに、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカ

ー、生徒指導特別指導員等からなる専門家チームによる支援を推進します。 
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⑤犯罪被害者等の精神的・経済的支援 

犯罪被害者等への各種相談やカウンセリング等、心のケアによる支援を行うと

ともに、経済的支援を行います。 
 

⑥インターネットによる差別的な書き込みの早期発見・削除と防止に向けた取組 

インターネット上にある差別的な書き込みについて、モニタリングを行うこと

により、早期発見・削除要請を行い、拡散防止に努めるとともに、これらの差別

事象の調査・分析を行い、啓発につなげます。また、モニタリングに関する説明

会等を実施し取組の充実を図ります。 
 

⑦人権問題に関する相談機関の充実とネットワークづくり 

各相談機関が相互に連携し、それぞれの専門性を発揮することにより救済を図

ります。そのために、相談員の専門性・資質の向上を図るなど相談機能を強化す

るとともに、相談機関・団体等のネットワークづくりを進めます。また、国や市

町など関係機関との連携強化を図ります。 
 

⑧人権救済制度の確立に向けた取組 

人権侵害による被害者を救済するために、実効性のある人権救済等に関する法

制度の確立を国に対して求めます。 
 

⑨相談体制の充実 

人権問題に関する相談に対して、相談体制の充実を図り、差別解消条例に規定

する相談対応（助言、調査、関係者間の調整その他の必要な対応）が適切に実施

できるようにしていきます。 

 

（２）紛争解決体制の適切な運営 

①助言、説示及びあっせんの申立てへの適切な対応 

相談機関と連携を図り、申立ての内容や事実関係を十分確認のうえ、問題の解

決に向けて取り組みます。 

差別解消条例に基づく助言、説示、あっせん等を行うにあたっては、適切に調

査したうえで行います。 
 

②「三重県差別解消調整委員会」の適切な運営 

不当な差別にかかる申立てについて、三重県差別解消調整委員会で調査・審議

し、当事者に対して助言、説示、あっせんを行い、問題解決を図ります。 
 

③勧告の適切な実施 

助言、説示、あっせんを行った場合に、不当な差別をしたと認められる当事者

が従わない場合に適切に勧告を行い、問題解決のための行動を促します。 

 

（３）人権侵害への対応に関する啓発と広報 

①救済につながる相談窓口、制度の広報 

救済につながるさまざまな相談窓口や制度等を適切に利用できるよう、県の広

報紙やホームページ等への掲載、ポスター、パンフレット等を活用し、県民への

広報を進めます。 
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②差別事象等の再発防止に向けた啓発の推進 

差別事象や人権侵害の再発防止に向けた啓発を、関係機関が連携を図りながら

推進するとともに、人権侵害事案をもとに学ぶ啓発資料等を作成し、人権意識を

高揚させ、差別事象や人権侵害を早期発見、早期対応ができるよう取り組みます。 
 

③虐待等に係る啓発と早期発見・通報のしくみづくり 

ＤＶや児童虐待等に関する啓発を推進して、県民の虐待に対する意識の高まり

により、地域において虐待が早期に発見・通報される環境づくりを進めます。 

 

 

***************************************************************************** 

※１ 面前ＤＶ（ディーブイ） 
面前ＤＶは、子どもの見ている前でのＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）のことで

す。 
ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）とは、夫やパートナーなど、親密な間柄にある、

またはあった男女間の身体的・心理的な暴力などのことです。 
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Ⅲ 課題別施策の推進 

 

人権施策【301】  部落差別（同和問題） 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

これまでの取組の成果と課題を継承し、教育・行政機関をはじめ、さまざまな主体

が連携しながら、部落差別解消に向けた取組が積極的に行われています。  

部落差別は許されないものであるとの認識のもと、県民一人ひとりが、自らの課題

としてとらえ、主体的に差別解消に取り組んでいます。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より       

■あなたは、「部落差別解消推進法」を知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「部落差別解消推進法」について、「内容（趣旨）を知っている」と「あることは知

っている」とを合わせると 56.6％で、前回調査より 3.6 ポイント増えました。「知ら

ない」は 41.1％で、前回調査より 2.6 ポイント減りました。 

同法は、現在もなお部落差別が存在することや、情報化の進展に伴って部落差別に

関する状況の変化が生じていることをふまえ、部落差別は許されないものであるとの

認識のもと、部落差別のない社会の実現をめざすものです。  

法律の周知が啓発につながることから、引き続き、周知を行うとともに、相談体制

の充実についても取り組む必要があります。  

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

県では、国や市町、関係機関等、さまざまな主体と協働し、県民の人権意識を高め

るための教育や啓発活動に取り組んできました。  

県民の人権意識は差別解消に向けた取組の成果もあり、好ましい状況に向かってい

ると考えられるものの、依然として結婚や不動産取引時における忌避意識が存在して

いるほか、個人を誹謗中傷する差別的な言動やインターネット上での差別書き込み等

も発生していることから、学校教育と社会教育が一体となった人権教育、職場等にお

ける人権研修や創意工夫を凝らした人権啓発により一層取り組む必要があります。  

9.2

13.9

43.8

42.7

43.7

41.1

3.3

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年

（令和元年）

2022年

（令和４年）

内容（趣旨）を知っている あることは知っている 知らない 無回答



18 

また、インターネット上において、部落差別をはじめとする差別的な書き込みが頻

発・悪質化しており、モニタリングによる削除要請や未然防止のための啓発が必要で

す。 

さらに、部落差別に関する誤った意識に乗じ、事業者や行政機関等に高額な図書を

売りつけるなどの不当な要求を行う「えせ同和行為」の根絶に向けた取組や、教育、

就労等の課題への取組も必要です。  

今後は、これまでの取組の成果を継承・発展させながら、「部落差別解消推進法」の

趣旨や地域の実情をふまえ、国、県、市町、関係機関等さまざまな主体が一層連携し、

部落差別に関する差別意識の解消に向けた啓発・教育、相談体制の充実にかかる取組

を進める必要があります。 

 

３ 取組方向                               

（１）部落差別の解消に向けた教育・啓発活動の推進 

①部落差別を許さないという気運を醸成するような啓発活動等の推進 

県民一人ひとりが部落差別を自らの問題としてとらえ、「部落差別は許されな

いものである」という認識を持ち、意識の変革が図られるとともに、差別の解消

に向けた、地域、職場等での取組が進むよう、さまざまな主体と連携し、多様な

手法により啓発活動等を実施します。  
 

②教育・啓発を推進する人材への支援、人材の養成 

事業者、各種団体、地域のリーダー等、地域での活動に向けた研修を支援する

とともに、行政職員の研修を実施します。  

また、学校における人権教育の推進状況等の実態把握を進めるとともに、教職

員の積極的な姿勢の確立と実践力の向上をめざした研修の充実に努めます。  
 

③差別事象への対応と啓発への活用 

部落差別に係る差別事象については、行政、関係機関等が連携し、解決に向け

た取組を推進します。また、明らかになった問題点を今後の啓発に活かすように

努めます。 
 

④「えせ同和行為」排除に向けた取組 

えせ同和行為は、部落差別に対する誤った意識を植え付ける大きな要因になっ

ていることから、国、県、市町、関係機関等が情報を共有し、対応や啓発等につ

いて協議しながら、連携して取り組みます。  
 

⑤同和教育の理念や成果を重要な柱とする人権教育の充実・発展 

学校教育においては、子ども一人ひとりの差別をなくそうとする意識・意欲・

態度を育成し、人権が尊重される社会づくりに向けた行動につながるよう、人権

教育の充実に努めます。 
 

⑥学校、家庭、地域等が連携した推進体制の充実 

学校や地域で、部落差別をはじめとするさまざまな人権問題の解決に向けた教

育を推進するため、校種を越えた連携を進めるとともに、学校、家庭、地域等が

連携した推進体制の充実を図ります。  
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⑦社会教育における住民による主体的な学習支援 

社会教育においては、住民一人ひとりが部落差別を自らの問題としてとらえ、

学習できるよう支援します。 

 

（２）公正な採用選考の確立や就労促進のための取組 

①公正な採用選考の確立に向けた取組 

事業者の公正採用選考啓発推進員等を対象に「公正採用選考研修会」を開催し、

適性と能力のみを選考基準とする公正採用の徹底や、統一応募用紙の趣旨の周知

等に努めます。 

また、高等学校や高等教育機関にも、公正採用選考について生徒・学生への周

知が行われるように促します。  
 

②就労促進に向けた取組 

学卒者、離転職者、求職者や在職者を対象とした多様な職業訓練により、事業

主等と求職者双方のニーズに合わせた多様な訓練、セミナー等を実施します。  

また、就職後においても個人の人権が尊重される職場環境の整備に向け、事業

者等での主体的な研修が行われるように促します。  

 

（３）部落差別の解消に向けた人権尊重のまちづくりの推進 

①住民交流の拠点となる隣保館の機能を発揮するための取組の促進 

部落差別をはじめとする人権啓発を推進するため、隣保館が、地域社会全体の

中で住民交流の拠点となる、開かれたコミュニティセンターとして十分機能が果

たせるよう、隣保館が行う相談、広報・啓発、地域交流等の各種事業を促進しま

す。 
 

②人権が尊重されるまちづくりへの取組の学習支援 

県民一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりの取組が促進されるよう、住民

組織等の自主的な学習の支援を行います。自治会などはもちろん、事業者や自主

活動の組織、地域の自主防災会などの多様な主体に広げていきます。  

 

（４）部落差別の解消に向けた人権擁護の推進 

①三重県人権センターにおける人権相談ネットワークの推進 

三重県人権センターを拠点とした相談機関のネットワークの連携を強化し、人

権問題に関する相談機能の充実を図ります。  

また、多様化・複雑化・専門化する人権問題に関する相談に迅速かつ的確に対

応するため、相談員の資質向上や相談スキルの習得に努めます。  
 

②隣保館における相談活動等の支援 

地域における相談体制等の強化を図るため、隣保館が行う生活相談、社会福祉

等に関する総合的な活動の支援に努めます。  

 

（５）インターネットによる差別的な書き込みの早期発見・削除と防止に向けた対応 

インターネット上にある差別的な書き込みについて、モニタリングを行うことに

より、早期発見・削除要請を行い、拡散防止に努めるとともに、これら差別事象の

調査・分析を行い、啓発につなげます。  
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4.0

3.0
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9.8
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26.1
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19.4
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（令和元年）

2022年

（令和４年）

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらともいえない どちらかといえばそう思わない

そう思わない 無回答

人権施策【302】  子ども 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

子どもが権利の主体として尊重されるとともに、地域社会全体で子どもの豊かな育

ちを支えています。 

子どもが自らの意思を尊重され、権利が保障された環境のもとで豊かな人権感覚を

備えた人間として主体的に行動し、安全で健やかな生活を送っています。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より       

■「子どものしつけのためには、体罰はやむを得ない」という意見について、どのよ

うに思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「子どものしつけのためには、体罰はやむを得ない」という意見に対し、「そう思

う」と「どちらかといえばそう思う」とを合わせると 12.8％で、前回調査より 3.1 ポ

イント減りました。「どちらともいえない」が 26.1％、「どちらかといえばそう思わな

い」と「そう思わない」とを合わせると 59.1％で、2.9 ポイント増えました。 

子どもを体罰や虐待等から守るとともに、権利が保障された環境のもとで豊かな人

権感覚を備えた人間として主体的に行動し、安全で健やかな生活が送れるよう、取り

組んでいく必要があります。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

県では、子どもの育ちを支える地域づくりを進めるため、「三重県子ども条例」を制

定し、さまざまな機会を通じてその普及啓発に取り組んでいます。また、2020（令和

２）年３月に策定した、「第二期 希望がかなうみえ 子どもスマイルプラン」に基づ

き、さまざまな主体との協働のもと、引き続き、少子化対策と子ども施策を総合的に

推進する必要があります。 

同年３月に、「第二期 三重県子どもの貧困対策計画」を策定し、多岐にわたる子ど

もの問題に市町で計画的に取り組んでもらうため、県内全ての市町で計画が策定され

ることを目標とした働きかけを行っています。また、「三重県子どもの貧困対策推進

会議」等を引き続き活用し、子どもの貧困※１対策に取り組む関係団体間での顔の見え



21 

る関係づくりや連携強化を進める必要があります。さらに、子ども食堂等のさらなる

裾野の拡大を図るとともに、持続可能な活動となるよう、引き続き支援が必要です。 

2023（令和５）年２月に県内 29 市町の要保護児童対策地域協議会（以下「要対協」

という。）に実施したアンケート調査結果では、ヤングケアラー※２と思われる子ども

の件数として、要対協でフォローしているケースが 111 件、主に学校等からの情報提

供や報告等を受け、市町で見守りを行っているケースが 49 件あり、全体で 160 件と

なりました。 

児童虐待相談への対応力を強化するため、三重県児童相談センターの組織体制の強

化、児童相談所職員の増員、専門性向上のための研修の実施等に取り組みました。児

童相談所における児童虐待への早期対応、その後の再発防止、家族再統合等の家族支

援のため、引き続き、リスクアセスメントツールの精度を高め、法的対応や介入型支

援を推進する必要があります。加えて、児童虐待を未然に防止するために、医療・保

健・福祉・教育等の関係機関と連携した取組を行います。 

いじめから子どもを守り、学校や家庭、地域の皆さんとともに社会総がかりでいじ

めの防止に向けて取り組むことをめざす、「三重県いじめ防止条例」に基づき、強化月

間の取組やいじめの防止に向けた取組を進めてきました。ＳＮＳを活用した相談窓口

「子どもＳＮＳ相談みえ」を実施し、いじめに悩んでいる子どもたちに適切に対応し

てきました。また、いじめの未然防止を図り、児童生徒が安心して学ぶことができる

環境づくりを進めるため、子どもたちの問題解決能力を育成する取組や、小・中学校

等および高等学校にスクールカウンセラー等を配置し、教育相談体制の充実を図ると

ともに、関係機関と連携してチームで学校を支援しました。 

これらの取組を地域社会全体で推進するため、市町や地域のさまざまな主体との連

携をより強化していく必要があります。 

 

３ 取組方向                               

（１）子どもの権利に関する理解を深める取組や啓発活動の推進 

①子どもの権利について子ども、保護者等が学習する機会の充実 

児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）※３を人権学習教材として活用し、

４つの柱である「生きる権利」、「守られる権利」、「育つ権利」、「参加する権利」

について、子ども、教育関係者、保護者等が共に学習する機会を設けます。 
 

②事業者や地域等と共に取り組む子どもの育ちの見守りや子育て支援の充実 

子どもの権利が尊重される社会の実現をめざす「三重県子ども条例」の趣旨に

沿って、子どもや子育て家庭を社会全体で支える気運の醸成、取組の促進に向け

て、事業者や団体などのさまざまな主体と連携し、協働して取り組みます。 

 

（２）子どもの健やかな成長のための環境づくり 

①相談窓口の整備充実等の子育てを支えるための施策の推進 

子育ての悩みについての相談窓口を整備充実するとともに、学校や地域が共に

子育てを支えるための施策を一層進めます。また、地域や事業者、団体等、さま

ざまな主体と連携し、子育て家庭の支援を行います。 
 

②子どもの健やかな成長を支援するための環境づくりの推進 

子どもの健全な成長を阻害するおそれのある環境や、インターネットを通じた
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トラブルから、子どもを保護し、健全な育成を図るため、青少年健全育成条例に

基づき、立入調査活動を行うとともに、携帯電話・インターネットの適正な利用

やフィルタリング導入の必要性について啓発を行います。 
 

③家庭や地域住民と学校、児童相談所等の関係機関による連携の強化および相談体 

  制のネットワーク化に向けた取組 

家庭や地域住民との連携を強化するとともに、スクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーの配置を行い、学校、児童相談所、児童養護施設、医療機

関、警察等による相談体制のネットワーク化を図り、児童虐待や貧困など、さま

ざまな生活背景を持つ子どもや、不登校の状態にある子どもなど、一人ひとりの

課題に寄り添った支援を行います。また、全ての児童生徒が豊かな学校生活を送

り、安心して教育を受けられるよう、魅力ある学校づくりを進めます。 
 

④子どもが幅広い人間性を身につける機会の充実 

地域社会の中で、子どもがさまざまな体験を通じて、幅広い人間性や自身の将

来を切り拓く力を身につける機会の提供を支援します。 
 

⑤インターネット上の人権侵害への取組の充実 

児童生徒に対し、ネットリテラシーや情報モラルに関する教育を推進するとと

もに、インターネット上の人権侵害、誹謗中傷等の書き込みに係る問題解決に向

けた体制づくりに取り組みます。 
 

⑥子どもの貧困対策 

子どもの貧困や、その連鎖の解消に向けて、地域や子どもの居場所、事業者・

団体等と連携し、身近な地域での学習支援に取り組みます。 
 

⑦ヤングケアラー支援の取組 

ヤングケアラーの早期把握や切れ目のない支援体制の充実に向けて、要保護児

童対策地域協議会の職員やヤングケアラーへの支援に関わる職員等を対象に研

修を実施するとともに、コーディネーターを配置することで、市町のノウハウの

蓄積や継承に向けた支援を充実します。 

 

（３）児童虐待防止と啓発活動の充実 

①児童虐待防止と社会的養育の推進 

地域社会全体で児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応の取組を進めるとと

もに、国の「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」に基づき、児童福祉

司等の専門人材確保や、研修等による計画的な人材育成に努め、虐待被害から子

どもの人権が守られる相談体制の充実に取り組みます。また、思春期から性に関

する正しい知識の普及等を行うとともに、計画していない妊娠等悩みを抱える若

年層が相談しやすい体制整備を進め、児童虐待の未然防止を図ります。 

さらに、「三重県社会的養育推進計画」（2020（令和２）年度～2029（令和 11）

年度）に基づき、被措置児童等社会的養育を必要とする子どもが、できる限り家

庭的な環境で養育されるよう、里親委託や小規模グループケア化の推進を図ると

ともに、家族再生・自立支援に取り組みます。 
 

②児童虐待に対する啓発活動の充実 

児童虐待の早期発見・早期対応の取組を推進するためには、学校や医療機関、
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警察、市町等の関係機関との連携強化に加え、地域住民の理解と協力が不可欠で

す。「子どもを虐待から守る条例」に基づき、毎年 11 月の子ども虐待防止啓発月

間を中心に、虐待防止についての関心と理解を深める啓発を行います。 

 

（４）いじめ防止対策の推進 

いじめ等の子どもの人権に関わる問題を解決するため、個性や差異を尊重する意

識や態度の育成をめざす学習を進めます。また、いじめ実態調査等をもとに現状を

把握し、早期に対応していくことにより、被害児童生徒のケアとともに加害児童生

徒への適切な指導および支援を行い、再発防止に取り組みます。 

 

 

***************************************************************************** 
※１ 子どもの貧困 

 「第二期三重県子どもの貧困対策計画」では、子どもが、経済的困難や、経済的困難に
起因して発生するさまざまな課題（病気や発達の遅れ、自尊感情や意欲の喪失、学力不振、
問題行動や非行、社会的な孤立、学習や進学機会の喪失等）を抱えている状況を、子ども
の貧困ととらえます。 

 
※２ ヤングケアラー 

一般に、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行ってい
る子どものことです。 

 
※３ 児童の権利に関する条約（子どもの権利条約） 

子どもの基本的人権を国際的に保障するために定められた条約です。1989（平成元）
年の国連総会で採択され、1990（平成２）年に発効されました。日本は 1994（平成６）
年に批准しました。主に子どもの「生きる権利（健康・医療への権利など）」、「守られる
権利（虐待・放任からの保護、経済的搾取・有害な労働からの保護、障害のある子どもの
権利保障、少数民族・先住民の子どもの権利保障など）」、「育つ権利（教育を受ける権利、
休み遊ぶ権利、思想・良心・宗教の自由など）」、「参加する権利（意見を表す権利、表現
の自由、結社・集会の自由など）」の４つの権利を保障するものとなっています。 
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人権施策【303】  女性 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

  職場、家庭、地域社会において、性別に関わりなく、個性や能力を十分に発揮し、

それぞれの多様な生き方が認められる男女共同参画が進むとともに、あらゆる分野に

おける男女格差の是正や女性の参画・活躍の拡大に向けて、さまざまな主体による取

組が進んでいます。また、ＤＶや性暴力の根絶に向けた取組や困難な問題を抱える女

性に対する支援等が進んでいます。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より       

■「男性は外で働き、女性は家庭を中心に家事・育児をした方がよい」という意見に

ついて、どのように思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（2022（令和４）年度調査） 
 

「男性は外で働き、女性は家庭を中心に家事・育児をした方がよい」という意見に

対し、「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」とを合わせると 6.7％、「どちら

ともいえない」は 22.2％でした。また、「どちらかといえばそう思わない」と「そう

思わない」とを合わせると 69.6％でした。 

今後も、性別による固定的役割分担意識をなくすとともに、生き方や価値観等をお

互いに尊重し合いながら、一人ひとりの個性と能力を十分に発揮できる機会が確保さ

れるよう、さまざまな分野で取組を継続する必要があります。  

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

県民一人ひとりが性別に関わらず、個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の実

現に向け、三重県男女共同参画センター「フレンテみえ」において、情報発信、研修

学習、人材育成、相談、調査研究、参画交流の各事業を実施し、男女共同参画意識の

普及を図ってきました。性別による固定的役割分担意識の解消のため、引き続き啓発

等に取り組む必要があります。  

また、性犯罪・性暴力被害に遭われた方が安心して相談できるワンストップ窓口で

ある「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の広報強化や、ＳＮＳ相談窓口の開

設などにより相談しやすい環境整備を進めてきました。引き続き、増加・多様化する

相談ニーズに的確に対応するため、相談支援体制を強化・拡充する必要があります。 

2.0

4.7 22.2 18.4 51.2 1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらともいえない どちらかといえばそう思わない

そう思わない 無回答
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ストーカー行為やＤＶに関する法律に基づく行政措置および被害者等の一時避難

に係る支援などの保護対策を進めてきました。引き続き、ＤＶを防止するための啓発

を進めるとともに、多様化する相談に対応するため、実践的な研修を行うなど相談員

の相談スキルを一層高める必要があります。  

さらに、女性をめぐる課題はＤＶ以外にも複合化しており、新たな女性支援の枠組

みを構築する必要があります。  

 

３ 取組方向                               

（１）男女共同参画を推進するための基盤の整備 

①女性の政策・方針決定過程への参画 

男女が社会の対等な構成員として、政策・経営・方針決定過程へ共に参画し、

責任を担う社会づくりを推進します。県では、審議会等の各附属機関において、

男女の均衡のとれた委員構成となるよう働きかけを進めます。 
 

②男女共同参画を阻害する制度や慣行の見直し促進のための啓発･広報活動の推進 

社会に根強く残っている、性別による固定的な役割分担意識を解消し、広く県

民に男女共同参画の理解と意識の普及が進むように、幅広い層への啓発・広報活

動を推進します。 
 

③男女共同参画を推進する教育・学習の充実 

性別による固定的な役割分担意識の解消に向け、人権意識に基づいた男女平等

観の形成・行動変容へとつなげていく必要があるため、家庭や地域、学校等にお

ける教育・学習の場を充実します。 

 

（２）働く場におけるジェンダー平等※1が確保された多様な生活や働き方を実現できる 

環境づくり 

①男女が共に働きやすい職場環境づくりに向けた取組促進 

働き方を見直し、男女が共に働きやすい職場環境づくりに向け、企業における

ワーク・ライフ・バランスや女性の活躍推進、次世代育成支援等の取組を促進し

ます。 
 

②雇用の場におけるジェンダー平等に向けた普及･啓発の推進 

雇用の場における男女の均等な機会と待遇を確保するため、男女雇用機会均等

法に関する普及啓発を行うとともに、男女共同参画を進めている企業等を「みえ

の働き方改革推進企業」として登録・表彰するなど、企業等の取組促進を図り、

雇用の場における女性の参画および活躍を促進します。 
 

③育児･介護期の労働者に対する支援 

男女が共に育児・介護休業制度を活用できるよう、制度定着に向けた啓発を進

めます。育児･介護等の理由による離職者には、再就職にあたって総合的な支援

を行います。また、多様なニーズに応じた子育てや介護の支援を充実します。 
 

④女性の就労支援の推進 

女性の就労を支援するため、県内各地域においてセミナー等による女性の社会

参画支援に関する情報提供や就労支援相談等を実施します。 
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（３）暴力等から人権を守る環境づくりと健康の支援 

①あらゆる暴力から女性を守るための関係機関の連携強化および相談体制の充実 

性犯罪、売買春、ＤＶ、セクシュアル・ハラスメント等の身体的、性的、心理

的なものを含むあらゆる暴力から女性を守るために、三重県配偶者暴力相談支援

センター（三重県女性相談所）、警察、国、県、市の福祉事務所等の行政機関、司

法、女性の保護・支援にあたる社会福祉施設等の関係機関が情報共有を行い、相

談支援体制の充実を図ります。 
 

②暴力を許さない意識の醸成および暴力が人権侵害であるという認識の普及に向

けた取組 

ＤＶをはじめとする女性に対する暴力を許さない社会意識の醸成を図るとと

もに、こうした暴力が人権侵害であるとの認識を普及するための啓発を行います。 
 

③ＤＶ被害者等の保護および自立支援に向けた関係機関との連携した取組の推進 

三重県配偶者暴力相談支援センター（三重県女性相談所）をはじめ、保健・福

祉・医療・警察・ＮＰＯ等の関係機関相互の連携を強化しながら、相談や心理的

支援、被害者等への自立支援を行い、必要に応じて一時保護や施設入所等の支援

を行います。また、被害者等の子どもの支援にも努めます。 
 

④性犯罪、売買春、ストーカー対策等の推進 

人権尊重や男女共同参画を推進する視点から、性の商品化、暴力志向を助長す

るような環境の改善に取り組みます。また、性犯罪、売買春、ストーカー、人身

取引等の防止に向けた取組を推進します。 
 

⑤性や妊娠・出産に関する正しい知識の普及･啓発に向けた取組 

性別を問わず思春期の子どもたちを含めた全ての若い世代に対し、性や妊娠・

出産に関する正しい知識の普及・啓発を行うことで、いのちの大切さについて考

え、自分のこと、相手のことを尊重する意識の醸成を図ります。 

 

 

***************************************************************************** 
※１ ジェンダー平等 

一人ひとりの人間が、性別にかかわらず、平等に責任や権利や機会を分かちあい、あら
ゆる物事を一緒に決めることができることです。 
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人権施策【304】  障がい者 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

障がいの有無に関わらず、誰もが尊重し合いながら共生する社会の実現のため、障

がい者の差別解消および虐待防止、情報保障など、障がい者の権利を守るための取組

が進んでいます。 

また、特別な支援を必要とする子どもたちが、それぞれの教育的ニーズに応じた学

びの場において、安全に安心して早期からの一貫した指導・支援を受けることで、持

てる力や可能性を伸ばし、将来の自立と社会参画のために必要な力を身につけていま

す。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より      

■あなたは、「障害者差別解消法」を知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性

を尊重し合いながら共生する社会の実現」に向け、障がいを理由とする差別の解消を

推進することを目的として施行された「障害者差別解消法」について、「内容（趣旨）

を知っている」と「あることは知っている」とを合わせると48.0％で、前回調査より

9.3ポイント減りました。「知らない」は49.8％で、前回調査より10.5ポイント増えま

した。 

法律の周知が啓発につながることから、引き続き、周知を行うとともに、相談支援

体制の充実についても取り組む必要があります。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

県では、障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊

重し合いながら共生する社会の実現を基本理念とした、「みえ障がい者共生社会づく

りプラン」に基づいて、障がい者の雇用促進や、権利の擁護、地域生活への移行と地

域生活の支援に関する取組等、総合的かつ計画的に施策を展開しています。また、同

プランが2023（令和５）年度に最終年度を迎えることから、障がい者を取り巻く新た

な状況変化や社会の変化を取り入れた次期プラン（2024（令和６）年度～2026（令和

11.3
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内容（趣旨）を知っている あることは知っている 知らない 無回答
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８）年度）の策定に取り組みます。 

県内の障がい者の雇用を促進するため、障がい者雇用への理解促進、雇用支援制度

の周知、障がい者の職場定着の推進に向けた支援、障がい者雇用促進に係る課題への

対応策の検討に取り組んできました。引き続き、ステップアップカフェ※１を活用した

障がい者雇用への理解促進を図るとともに、一般就労を希望する障がい者等を対象と

した職業訓練などに取り組んでいく必要があります。 

「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例」および

「障害者差別解消法」の普及啓発を進めるとともに、相談員の配置および諮問機関と

して調査・審議を行う三重県障がい者差別解消調整委員会を設置し、体制整備を図り

つつ、障がいを理由とする差別の解消に向けた取組を進めてきました。引き続き、相

談事例などについては、三重県障がい者差別解消支援協議会における情報共有や検証

の取組を進める必要があります。 

より効果的な相談支援体制となるよう見直しを図りながら、専門的・広域的な相談

支援により、障がい者の地域での生活を支援してきました。多様化・高度化する相談

ニーズに対応するため、引き続き、「三重県障がい福祉従事者人材育成ビジョン」に

基づいた研修を実施し、相談支援の質の向上を図る必要があります。 

発達障がい児等への途切れない支援を行うため、市町の発達支援総合窓口等との連

携を強化するとともに、引き続き、専門的な職員の育成を支援する必要があります。

また、保育所・認定こども園・幼稚園への「ＣＬＭ（発達チェックリスト）と個別の

指導計画」の導入を促進する必要があります。 

誰もが自由に行動し、安全で快適に生活できるよう、バリアフリー法の基本方針に

沿って、公共交通および県有施設におけるバリアフリー化を図るとともに、市町や民

間の施設等でもユニバーサルデザイン※２に配慮された整備が一層進むよう、引き続き、

国、関係市町、事業者と協議・調整を進める必要があります。 

障がい者の自立と社会参加を推進し、障がいへの理解促進を図るため、全国障害者

スポーツ大会に選手を派遣するとともに、ふれあいスポレク祭や県障がい者スポーツ

大会を開催してきました。これまでの取組の成果を継承し、障がい者スポーツの一層

の裾野の拡大に向け、2022（令和４）年８月に「三重県障がい者スポーツ支援センタ

ー」を開設しました。 

 

３ 取組方向                               

（１）障がい者の権利擁護の推進 

①障がいのある人に対する理解の促進と正しい知識の普及のための啓発・広報活動

の推進 

障がいを理由とする差別の解消を図るため、市町や関係団体と連携し、各種広

報や、広く県民や事業者等を対象とした啓発イベント等の実施等、さまざまな機

会を利用して、県民意識の向上を図るための普及・啓発活動を進めます。 
 

②障がいを理由とする差別の解消 

「障害者差別解消法」の改正により、事業者の合理的配慮の提供が義務化され

ることから、引き続き、障がいを理由とする差別の解消に向けた啓発に取り組み

ます。また、「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり

条例」の普及・啓発および適切な運用を進めます。国、県、市町の相談窓口にお

いて、障がい者等からの差別に関する相談に的確に応じるとともに、三重県障が
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い者差別解消支援協議会および三重県障がい者差別解消調整委員会を設置し、関

係機関の連携によるネットワークの構築、紛争の防止や解決を図るための体制整

備に取り組みます。 
 

③障がいに関する人権教育等の推進 

これからの社会を担う子どもたちが、障がいに関する理解を深められるように、

学校において障がいの社会モデルの考え方に関する学習や障がい者の人権に関

わる問題の解決について考える取組等を進めます。 

また、障がいのある児童生徒に開かれた学校となるように、環境の整備を進め

ます。 
 

④障がい者虐待の防止 

障がい者虐待の未然防止、早期発見、迅速で適切な対応を行うため、市町や施

設等職員に対し、障がい者虐待防止・権利擁護研修を実施するとともに、専門家

チームの活用により、虐待対応事例の検討や事案に対する助言を得て改善につな

げます。 
 

⑤権利擁護のための体制の充実 

成年後見制度※３の利用が必要であるにも関わらず、さまざまな理由で利用でき

ない障がい者等を支援し、地域で安心して生活が送れるよう、行政職員等を対象

とした成年後見制度の利用促進に関する研修会や関係機関による意見交換会を

開催します。 

 

（２）ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

障がいのある人をはじめ全ての人がさまざまな社会活動に参加できるよう、社会

参加の促進に向け、その障壁を取り除くため、障がいの状態や特性に応じた情報・

コミュニケーション支援や、施設や公共交通等におけるバリアフリー化等、ユニバ

ーサルデザインの意識づくりと暮らしやすいまちづくりに取り組みます。 

 

（３）障がい者の地域生活の支援と社会参加、参画の環境づくり 

①地域生活への移行を支える相談支援体制の整備 

福祉施設入所者や長期入院精神障がい者の地域生活への移行を促進するため、

障がい者本人の意欲を喚起する働きかけを行うとともに、外部の支援者との関わ

りの確保に取り組みます。また、障がい者が地域で必要な支援を受けながら、自

立し安心して暮らすことができるよう、グループホーム※４等の居住の場や日中

活動の場の確保、地域生活を支える福祉サービスの充実等、一人ひとりの障がい

の状態に応じた支援体制の構築に取り組みます。 
 

②障がいのある人もない人も共に参画できる社会の実現 

障がいのある人の働く意欲や能力、適性に応じた就労の場を確保し、障がいの

ある人もない人も共に働ける社会の実現をめざします。また、障がい者の就労へ

の理解促進のため、実習訓練の実施や職場定着支援を行うとともに、福祉事業所

における工賃向上に取り組み、適性に応じた能力を十分に発揮することができる

よう、障がい者のニーズに応じた多様で柔軟な働き方について県内事業者への普

及に努めます。 
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障がいのある人がいきいきと充実した生活を送れるよう、スポーツ・文化活動

への参加機会の充実、確保に取り組みます。 
 

③発達障がいに関する正しい知識の普及と個別支援の充実 

地域の関係者、家庭、学校との連携により自閉症、注意欠陥・多動性障害（Ａ

ＤＨＤ）などの発達障がいに対する理解促進を図ります。また、支援ツールを活

用し発達障がい児の早期発見に努めるとともに、一人ひとりの児童に合った途切

れのない支援を行います。 

 

（４）精神障がい者の地域生活の支援 

①精神障がいに対する正しい知識の普及・啓発 

精神障がいの原因となる精神疾患は、統合失調症やうつ、依存症などさまざま

であり、その特性や程度もそれぞれ異なります。精神障がいに対する誤解や偏見

が、精神障がいのある人の社会での自立や就労の促進、福祉サービスの充実等を

進める上での大きな阻害要因となっていることから、県民に対する正しい知識を

普及するとともに、精神障がいのある人と地域住民との交流等を通じて啓発に努

めます。 
 

②精神障がいにも対応した地域包括ケアの推進 

医師、看護師、精神保健福祉士等の多職種による訪問支援を行う、アウトリー

チ※５体制の整備を図るとともに、未治療等の精神障がい者が支援を受けられる

よう、訪問支援を行います。精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

をさらに推進するために、各障害保健福祉圏域あるいは各市町に設置している協

議の場において、地域の包括的・重層的な連携体制について検討ができるよう支

援します。 

 

（５）インクルーシブ教育システム※６の構築のための特別支援教育の促進 

①障がいのある子どもたちの自立と社会参画を実現するための早期からの一貫し

た支援の推進 

一人ひとりの児童生徒に合った切れ目ない支援を行うために、幼稚園・認定こ

ども園・保育所、小・中・高等学校、特別支援学校※７間で指導・支援に必要な情

報が確実に引き継がれるよう、「パーソナルファイル」の活用を促進します。ま

た、発達障がい支援に係る研修講座を実施し、教員の専門性向上を図ります。 
 

②特別支援学校のキャリア教育の推進 

特別支援学校卒業後も地域の中で安心して、自分らしく暮らしていけるよう、

計画的・組織的にキャリア教育を進め、進路希望の実現と地域生活への円滑な移

行を図ります。 
 

③交流および共同学習の推進 

障がいの有無に関わらず、子どもたちが可能な限り同じ場で共に学ぶ場面とし

て、交流および共同学習を進め相互理解を図ります。 
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***************************************************************************** 
※１ ステップアップカフェ 

障がい者が一般就労に向けてステップアップできる実習や訓練の場となるとともに、
障がい者がいきいきと働く姿を発信し、企業や県民の理解を深めていくことをめざし、県
が関係機関と連携し設置したカフェです。運営は県が公募により選定した民間事業者が
担います。 

 
※２ ユニバーサルデザイン 

ユニバーサル＝普遍的な、全体の、という言葉が示しているように、「全ての人のため
のデザイン」を意味し、年齢や障がいの有無などにかかわらず、最初からできるだけ多く
の人が利用可能であるようにデザインすることです。 

 
※３ 成年後見制度 

知的障がい、精神障がい、認知症等により、判断能力が不十分な成年者を保護するため
の制度です。具体的には、判断能力が不十分な人について、家庭裁判所に選任された援助
者が契約の締結等を本人の代わりに行い、本人が誤った判断に基づいて契約を締結した
場合、それを取り消すことができるなど、これらの人を不利益から守ることができます。 

 
※４ グループホーム 

障がい者が共同生活を営む住宅やアパート等において、主として夜間や休日に相談、入
浴、排せつ、食事の介護、日常生活上の援助を受けられる住居です。 

 
※５ アウトリーチ 

入院という形に頼らず地域で生活することを前提として、在宅精神障がい者等の生活
を、保健・医療・福祉の多職種チームによる訪問を中心とした活動により支援していくこ
とです。 

 
※６ インクルーシブ教育システム 

障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ仕組みであり、障がいのある者が教育制
度一般から排除されないこと、自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与え
られること、個人に必要な「合理的配慮」が提供されることなどが必要とされています。 

 
※７ 特別支援学校 

特別支援学校は、障がいによる学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必
要な知識技能を授けることを目的としており、対象となっている５種類の障がい種別（視
覚障がい、聴覚障がい、知的障がい、肢体不自由、病弱）およびこれらの重複障がいに対
応した教育を行う学校です。 
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人権施策【305】  高齢者 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療・介護・予防・住まい・

生活支援が一体的に提供されています。  

また、全ての人が、高齢者に対する偏見をなくし、老いや介護についても正しく理

解し、全ての高齢者は、自分自身の意思決定が尊重され、尊厳ある生活を送っていま

す。 

 

１ データに見る現状                          

～「『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律』 

に基づく対応状況等に関する調査（厚生労働省）」結果より 

■養護者による高齢者虐待の相談・通報件数（三重県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

県内における 2021（令和３）年度中の養護者による虐待の相談・通報件数は 448 件

で、2020（令和２）年度より 20 件減りましたが、依然多い状況にあります。 

今後も、高齢者虐待に関する正しい知識や対応についての普及啓発、相談に係る窓

口の周知を行う必要があります。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

高齢者が、可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じて自立した日常生活

を営むことができるよう、「みえ高齢者元気・かがやきプラン」に基づき取組を進める

とともに、地域の実情・特性に応じた地域包括ケアシステムの構築に資する取組を支

援していく必要があります。 

高齢社会を迎えている今、高齢者が地域の担い手として活躍することにより、地域

の支え合いが推進されることや、社会の中で役割を持ち、生きがいを感じることで、

自らの介護予防にもつなげていくこと等に期待が寄せられています。 

高齢者のみの世帯が増加しており、高齢者の見守り等、さまざまな主体による日常

的な支え合い活動を促進していくことが必要となっています。 

認知症高齢者については、今後増加し続けると推計されており、認知症の早期発見・

早期診断と適切なサービスが提供され、みんなで認知症の人とその家族を支え、見守

466
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るとともに、認知症の人の社会参加、参画を促進し、共に生きる地域を築いていくこ

とが必要となっています。 

 

３ 取組方向                               

（１）高齢者の社会参加、参画の促進と交流 

①老いや介護に関する正しい理解の普及 

家庭や地域社会において、福祉関係団体等との連携を図りつつ、高齢者と若い

世代との交流を深めて、老いや介護に関する正しい理解の普及や相互扶助の意識

の醸成に取り組みます。また、学校においても、交流活動等を通じて、高齢者に

対する理解を深めます。 
 

②文化、スポーツ、地域活動等の多様な活動へ参加するための環境整備 

高齢者が健康で生きがいをもっていきいきと生活できるよう、文化、スポーツ、

地域活動等多様な活動への参加を支援し、高齢者の社会参加、参画を推進します。 

さらに、高齢者が安全で自由に移動し、安心して快適に施設を利用できる環境

を整えるため、歩行空間、交通システム、案内表示、建築物、公園等におけるバ

リアフリーやユニバーサルデザインを推進します。 
 

③多様な雇用・就業機会の確保とシルバー人材センターの機能強化 

高齢者の就業ニーズの変化・多様化に対応し、多様な就業機会を確保するため、

シルバー人材センターの機能拡充に向けた支援を行うとともに、三重労働局と協

力して高年齢者就職面接会を実施します。 

 

（２）高齢者の人権に配慮した社会環境の整備 

①高齢者虐待の防止と適切な対応 

高齢者虐待の防止、虐待を受けた高齢者に対する迅速かつ適切な支援を行うた

め、市町をはじめ関係機関との連携の強化等に取り組みます。また、市町等の関

係職員を対象とした研修会等を開催し、高齢者虐待についての正しい知識や対応

についての普及啓発に取り組むとともに、地域での見守りや高齢者虐待の早期発

見につなげるための仕組みづくりを支援します。 
 

②認知症総合対策の推進 

認知症の人と家族が住み慣れた地域で暮らしていくことができるよう、認知症

の人の思いや支援ニーズを的確に把握し、気持ちに寄り添う支援を提供します。

また、医療、介護、地域の多様な人的資源・社会資源がつながり合い、認知症の

初期から切れ目なく、認知症の人と家族を支えるための総合的な対策を進めます。 

 

（３）住み慣れた地域での生活を支えるための介護サービスや生活支援サービス等の 

充実 

①質の高い介護サービス提供への取組 

福祉サービスの利用者が質の高いサービスを適切に選択できるよう、事業者支

援、情報公表、事故対応、適正化事業を推進します。 
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②地域包括ケアの推進 

地域の実情に応じて、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に

応じて自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、予防、住まい、

生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の深化・推進に努めま

す。 
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人権施策【306】  外国人 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

外国人住民が、行政等から十分な情報や支援を得ることで、生活、就労、教育等の

課題の解決が図られ、安全、安心な生活を送っています。 

全ての地域住民が、それぞれの文化的背景を理解し、お互いの文化を尊重するとと

もに、正しい人権意識に基づき、偏見や差別のない環境のもとで、地域社会を一緒に

築いています。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より       

■あなたは、「ヘイトスピーチ解消法」を知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ヘイトスピーチ解消法」について、「内容（趣旨）を知っている」と「あることは

知っている」とを合わせると 48.3％で、前回調査より 7.1 ポイント増えました。「知

らない」は 49.9％で、前回調査より 5.5 ポイント減りました。 

法律の周知が啓発につながることから、引き続き、周知を行うとともに、相互理解

のための教育・啓発の推進に取り組む必要があります。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

「三重県多文化共生社会づくり指針」（第２期）に基づき、多文化共生を推進するさ

まざまな主体と連携して、多様な文化的背景の住民が地域社会を一緒に築く社会づく

りなどに取り組みました。 

2022（令和４）年末の県内の外国人住民数は過去最多を更新しており、今後も外国

人住民数のさらなる増加が見込まれます。 

2022（令和４）年度に実施したアンケート調査での「多文化共生の社会になってい

る」と感じる県民の割合は 37.9％であり、まだ多文化共生社会の理解が十分に浸透し

ているとはいえない状況です。市町や関係機関等と連携を図りながら、外国人住民が

地域社会の一員として尊重され、安心して暮らせるための環境整備に継続して取り組

む必要があります。 

みえ外国人相談サポートセンター「ＭｉｅＣｏ」や行政・生活情報の多言語での発

信サイト「ＭｉｅＩｎｆｏ」の運営により、生活全般に関わる相談対応や、必要な情

報の多言語による提供を行い、外国人住民のニーズに寄り添いながら、支援体制の充

7.0

10.5

34.2

37.8

55.4

49.9

3.4

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年

（令和元年）

2022年

（令和４年）

内容（趣旨）を知っている あることは知っている 知らない 無回答



36 

実を図りました。今後も必要な情報の提供や、相談体制の充実に取り組んでいく必要

があります。 

日本語教育の推進に関する施策を効果的に推進するため、2021（令和３）年３月に

日本語教育推進計画を策定し、日本語教育に携わる人材の育成や、「三重県日本語教

育プラットフォーム」（日本語教育の支援者が情報を共有するＷｅｂサイト）を通じ

た、各主体のネットワーク強化等に取り組みました。引き続き、教室が設置されてい

ない空白地域の解消など、市町とも連携しながら、更なる体制整備に取り組んでいく

必要があります。また、日本語指導が必要な外国人児童生徒の増加をふまえ、散在化・

多言語化に対応していく必要があり、効率的かつ効果的な訪問を計画的に行う必要が

あります。 

大規模災害時に外国人住民が孤立することなく必要な支援や情報提供を受けられ

るよう、避難所での外国人の受入訓練等、防災対策についても引き続き取り組む必要

があります。また、外国人患者の円滑な受け入れのため、医療機関における医療通訳

の配置環境整備や、交通安全、消費者被害防止など、暮らしに関するさまざまな安全

も求められています。 

外国人住民が安心して地域社会の一員として暮らせるようにするためには、教育、

医療、就労、防災等のさまざまな場面で外国人住民が抱える課題の解決に向けて取り

組んでいく必要があります。 

さらに、「ヘイトスピーチ解消法」の趣旨をふまえ、ヘイトスピーチが許されないも

のであることを周知するなど啓発を行ってきました。引き続き、県ホームページや人

権啓発イベントなど、さまざまな機会をとらえて、啓発を行っていく必要があります。 

 

３ 取組方向                               

（１）多文化共生社会における相互理解のための教育・啓発の推進 

①多文化共生への環境づくり 

多文化共生社会を実現するためには、多文化共生の必要性や意義を理解したう

えで、日本人と外国人の双方が互いを知って認め合う必要があることから、各種

の啓発活動を推進し、県民の意識向上を図ります。 

また、「外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するための憲章」※１

の普及に向けて、東海４県１市と地元経済団体等と連携して取り組みます。 
 

②国際理解等に関する啓発の推進 

ヘイトスピーチについては、ガイドラインを作成するなどヘイトスピーチ解消

に取り組んでいる自治体等の取組を参考にしながら、ヘイトスピーチは許されな

い行為であるという県民意識の醸成に努めます。 

また、外国人住民が、日本で暮らすことになった歴史的経緯や社会背景、現状

等についての学習・啓発を進めます。 

 

（２）文化的背景の異なる住民が一緒に地域社会を築くための基盤となる安全で安心 

な生活の支援 

①外国人労働者の相談窓口の充実 

三重県労働相談室と「みえ外国人相談サポートセンター（ＭｉｅＣｏ）」が連携

し、労働者・事業所双方の相談に的確に対応するとともに、労働委員会等のあっ

せんを紹介するなど、外国人労働者からの相談に対応します。 
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②外国人住民への情報提供、相談窓口の充実 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大で再認識された、外国人住民への適切な

情報提供の必要性をふまえ、「ＭｉｅＩｎｆｏ」により、外国人住民に必要な行

政や生活に関する情報の提供を行います。 

また、「みえ外国人相談サポートセンター（ＭｉｅＣｏ）」において外国人住民

のさまざまな相談に対応します。さらに、きめ細かく相談に応じるため、相談業

務に携わる者の対応力向上や専門相談の導入、関係機関との連携強化に取り組み

ます。 

さらに、外国人住民の生活に必要な日本語の習得や、日本人住民とのコミュニ

ケーションの促進を図るため、日本語学習機会の提供や、必要な情報をわかりや

すい日本語で伝える「やさしい日本語」の普及を図ります。 
 

③外国人住民に対する保健・医療・福祉等の環境整備 

保健、医療、健康保険、医療通訳、福祉等の制度や仕組みを周知するとともに、

市町・ＮＰＯ等と連携して保育所等の利用促進に取り組むなど、外国人住民が利

用しやすい環境づくりを促進します。 
 

④外国人住民への防災に関する支援 

「防災みえ.ｊｐ」について、引き続き外国語ページを含めたホームページの安

定した運用と的確な防災情報を提供していくとともに、周知に努めます。 

また、被災した外国人住民を支援するボランティアの育成等の支援を行います。 

 

（３）外国人の権利擁護と社会参画の促進 

①外国人住民による行政への参画の促進 

「三重県多文化共生推進会議」および「三重県外国人住民会議」を開催し、外国

人住民の意見を施策に反映させていきます。 
 
  ②日本語教育体制の整備 

「生活者としての外国人」が日本語で意思疎通を図り、生活ができるように日本

語教育人材の充実や日本語教育機会の創出、また、日本語学習を支援する各主体

および関係者とのネットワーク構築に取り組みます。 
 

③外国人児童生徒への教育支援 

市町と効果的な就学促進の取組や日本語指導の方法について検討を行います。 

日本語指導が必要な外国人児童生徒の学校生活への適応指導、日本語指導等の

支援のため、外国人児童生徒巡回相談員を効率的かつ効果的な体制で派遣を行い

ます。また、拠点校に外国人生徒支援専門員と日本語指導アドバイザーを配置し、

高等学校における学習指導・進路指導等の充実を図るとともに、拠点校の実践成

果を日本語指導が必要な外国人生徒の在籍する各校へ普及させます。 

日本語指導が必要な外国人生徒の日本語運用力や学習状況等について、中学校

と高等学校が情報共有するための個人カルテ等を活用した引継ぎの仕組みにつ

いて研究を進めます。 
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***************************************************************************** 
注 外国人に関する表記について 

「外国人住民」、「外国人児童生徒」という言葉は、本来外国籍の住民等を意味しますが、
本行動プランでは日本国籍であっても文化的背景やルーツが外国にある住民や児童生徒
も含めて使用しています。 

 
※１ 外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するための憲章 

東海地域（岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市）の経済を支える外国人労働者の適正雇
用に関し、経済界、企業グループ全体で取り組んでもらうとともに、定住化、永住化が進
む外国人労働者が日本社会に適応し、地域住民と共生できるような環境整備等にも自主
的に取り組んでいただく契機とするため、東海３県１市（岐阜県、愛知県、三重県、名古
屋市）が地元経済団体の協力を得て、2008（平成 20）年１月に策定しました。 
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人権施策【307】  患者等 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

医療現場では、患者の権利が尊重された患者本位の医療が行われ、感染症や難病

に対する正しい知識の普及・啓発が推進されるとともに、患者および感染者等の相

談・支援体制の充実が図られています。  

患者および感染者等がその人権を尊重され、偏見や不当な差別を受けることなく

安心して暮らせる社会が実現されています。  

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より       

■「私は友人がＨＩＶに感染していることがわかった場合、友人を避けるようになっ

てしまう」という意見について、どのように思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（2022（令和４）年度調査） 
 

「私は友人がＨＩＶに感染していることがわかった場合、友人を避けるようになっ

てしまう」という意見に対し、「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」とを合わ

せると 20.9％、「どちらともいえない」が 34.4％、「どちらかといえばそう思わない」

と「そう思わない」とを合わせると 43.6％となりました。 

今後も、病気に対する正しい知識の普及・啓発活動の推進や患者本位の医療体制づ

くり、生活支援体制の充実に取り組む必要があります。  

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

三重県医療安全支援センターにおいて、患者・家族等と医療機関との信頼関係の構

築のため、医療に関する相談対応を行うとともに、医療従事者を対象に医療安全に関

する研修会を開催するなど、医療の安全・安心に関する情報提供、意識啓発を行いま

した。県民の健康や医療に関する関心はますます大きくなっており、相談員には、よ

り高度な医療に関する知識や相談に応じる技術が求められています。また、医療の高

度化・複雑化が進む中で、患者本位の医療を促進するために、効果的な研修内容や研

修方法を検討する必要があります。  

ＨＩＶ感染症・エイズ※１、新型コロナウイルス感染症、ハンセン病※２、難病※３等

に関する正しい知識の普及啓発や相談体制の充実等の取組を進めるとともに、患者へ

の偏見や差別の解消を図りました。  

ハンセン病元患者に対しては、療養所入所者等の高齢化がより一層進む中、要望を
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的確にとらえ、状況に応じた適切な支援、取組を行っていく必要があります。  

また、ハンセン病問題に対する正しい知識と理解の普及・啓発を図るためには、オ

ンラインの活用を含めた、新しい形での活動の方法を検討する必要があります。 

難病患者に対しては、地域における療養生活を支援する中核機関として、三重県難

病相談支援センターが位置づけられており、相談および啓発活動等を通じて、患者お

よびその家族の療養上の不安解消のための支援を行いました。  

引き続き、患者等が安心して生活が送れるよう、難病医療提供体制の充実をめざす

とともに、生活・療養相談、就労支援等を進めていく必要があります。  

 

３ 取組方向                               

（１）患者本位の医療体制づくりの推進 

①インフォームド・コンセントの推進 

患者が医師との信頼関係に基づき納得した上で治療が受けられるように、医師

が患者に診療の目的や内容等について適切な説明をするインフォームド・コンセ

ントや、主治医の診断、治療方針に対して他の医師に意見を求めるセカンドオピ

ニオンについて、三重県医療安全支援センターにおける相談対応等を通じて、医

療機関の取組を促進します。 

医療安全関係研修会に医療相談員が積極的に参加することにより、相談窓口の

対応力向上を図ります。また、県内医療関係団体と連携し、医療安全に関する最

新の動向等をふまえた研修内容とすることで、患者本位の医療体制を促進します。 
 

②県民による医療機関選択の支援 

県民自らが希望する医療サービスを受けるために医療機関を適切に選択でき

るよう、インターネット等を通じて医療機能情報をわかりやすく提供します。  
 

③医療従事者への啓発の推進 

患者本位の医療の普及啓発の観点から、医療従事者に対して、患者の視点に立

った安全・安心に関する情報提供や人権に関する研修などを行います。  

 

（２）病気に対する正しい知識の普及・啓発活動の推進 

①ＨＩＶ感染症・エイズ等に対する正しい知識の普及・啓発活動の推進 

関係機関が連携して広域的な啓発活動の推進を図り、「ＨＩＶ検査普及週間」

（６月１日～７日）や「世界エイズデー」（12 月１日）等の取組のほか、年間を

通じて、ＨＩＶ感染症・エイズについての正しい知識の普及・啓発に努めます。 

医療関係者や教育関係者、行政関係者等に対し、エイズに関する講演会や研修

会を開催し、病気への理解と正しい知識の普及に努めます。  

また、さまざまな感染症等に対しても、予防についての知識を広め、的確な情

報提供などに努めます。 
 

②ハンセン病に対する正しい知識の普及・啓発活動の推進 

ハンセン病についてのパネル展の開催などとともに、オンラインの活用を含め

た新たな手法も検討し、患者やその家族に対する偏見や差別が解消されるようハ

ンセン病に対する正しい知識と理解の普及・啓発活動に努めます。また、関係団

体と連携し、ハンセン病問題を風化させない取組を進めます。  
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③難病に対する正しい知識の普及・啓発活動の推進 

三重県難病相談支援センターで実施する相談、啓発等により、難病患者やその

家族の不安の解消を図り、難病についての正しい理解の普及・啓発に努めます。 

 

（３）患者への支援体制の充実 

①医療相談体制の充実 

患者の医療に関するさまざまな悩みや不安に応えるため、医療相談体制の充実

に努めます。 
 

②ＨＩＶ検査体制・エイズ相談および患者への医療・社会生活支援の充実 

感染の心配のある方には無料・匿名での相談・検査を保健所で実施します。ま

た、エイズ治療拠点病院等の連携強化を図り、患者が適切に医療や介護サービス

等を利用できるよう、在宅療養の環境整備に努めます。  
 

③ハンセン病元患者のための療養生活の支援 

ハンセン病元患者が療養所においても安心して暮らしていけるよう、療養所入

所者等の要望を的確にとらえながらさまざまな支援活動を実施します。  
 

④難病患者への生活支援 

地域の医療機関等の連携による医療提供体制の充実に取り組むとともに、三重

県難病相談支援センターや保健所等において、病気に関するさまざまな悩みや不

安の相談支援や情報提供を行います。  

また、三重県難病相談支援センターでは、関係機関等と一層の連携強化を図り

ながら難病患者の就労支援等に取り組みます。  

 

 

***************************************************************************** 
※１ ＨＩＶ感染症・エイズ 

ＨＩＶは、ヒト免疫不全ウイルスのことです。このウイルスに感染すると免疫力が徐々
に低下し、本来なら自分の力で抑えることのできる病気などを発症するようになってし
まいます。代表的な 23 の疾患が発症した時点で、エイズ（後天性免疫不全症候群）と診
断されます。現在はＨＩＶに感染しても、治療によりエイズ発症を防ぐことができます。 

 
※２ ハンセン病 

らい菌による感染症で、感染力や発病力がとても弱く、日常生活で感染する可能性はほ
とんどありません。今日では治療法が確立されています。治療法がない時代は、体の一部
が変形するといった後遺症が残ることがありました。 

 
※３ 難病 

難病の患者に対する医療等に関する法律（2014（平成 26）年）では、発病の機構が明
らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当該疾病にかかるこ
とにより長期にわたり療養を必要とすることとなるものとしています。 
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三重弁護士会（犯罪被害者支援センター）

法テラス（犯罪被害者支援ダイヤル）

児童相談所

女性相談所

性犯罪被害相談電話＃8103（ハートさん）

警察本部被害者支援室

三重県の総合的対応窓口

市町の総合的対応窓口

みえ性暴力被害者支援センター よりこ

（公社）みえ犯罪被害者総合支援センター

人権施策【308】  犯罪被害者等 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

犯罪被害者等を支える社会の形成に向けて、犯罪被害者等の立場に立った適切か

つきめ細かな支援が途切れることなく提供されています。 

 

１ データに見る現状                           

～「ｅ－モニターアンケート」結果より 

■あなたの知っている犯罪被害者等支援の相談窓口はどれですか。知っているもの

をすべて選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（2022（令和４）年度調査） 
 

知っている犯罪被害者等支援の相談窓口について聞いたところ、「みえ性暴力被害

者支援センター よりこ」が 17.2％、公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター

が 10.9％などでした。また、どれも聞いたことがないは 19.9％でした。 

今後も、犯罪被害者等支援の相談窓口等の周知に取り組む必要があります。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

犯罪被害者等の支援を実施する「三重県犯罪被害者支援連絡協議会」、「ブロック

別会議」等各種会議を通じて、関係機関・団体と被害者支援に関する取組について情

報共有を行っています。引き続き、円滑な被害者支援が実施できるよう連携強化を図

る必要があります。 

犯罪被害者等は、しばしば被害の責任が犯罪被害者自身にあるかのように見なされ

たり、被害の実態を理解されなかったりして、社会から孤立することも少なくありま

せん。 

犯罪被害者等の人権問題について、「犯罪被害者週間」、「犯罪被害を考える週間」
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（11 月 25 日～12 月１日）を中心に、広報啓発活動を展開しました。引き続き、犯罪

被害者等に対する県民の理解促進を図り、社会全体で支える気運の醸成を推進する必

要があります。 

性犯罪、性暴力の被害に遭われた方が安心して相談できるワンストップ窓口として

設置した「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」において、専門の相談員による電

話相談や面接相談、ＳＮＳ相談を行うほか、初期の医療的処置や心理相談、法律相談

等、関係機関・団体と連携し、相談者の心身の早期回復などが図られるよう支援を行

ってきました。 

内閣府の 2022（令和４）年度の調査では、性暴力を受けた人のうち誰にも相談しな

かった割合が半数以上あるなど、支援につながっていない被害者が多く潜在している

ため、引き続き相談窓口「よりこ」の更なる周知、また、増加・多様化する相談に的

確に対応するための相談体制や支援体制の強化・充実が必要です。 

また、犯罪被害者等がどこに住んでいても適切な支援が受けられるよう、市町等関

係機関との連携を強化し、被害の早期回復・軽減および犯罪被害者等の生活再建支援

の充実を図るとともに、犯罪被害等に対するさらなる県民理解の促進に取り組む必要

があります。 

 

３ 取組方向                               

（１）犯罪被害者等の権利や利益の保護を図るための総合的な施策の推進 

①関係機関相互や民間団体との連携推進 

犯罪被害者等に対する必要な支援に適切につなげるため、関係機関や公益社団

法人みえ犯罪被害者総合支援センターをはじめとする民間団体との連携を促進

します。 
 

②相談窓口の充実と広報の実施 

犯罪被害者等からの相談を受け付ける各種相談窓口の充実を図るとともに、

「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」を運営し、性犯罪・性暴力被害者の

相談・支援を行います。併せて、効果的な広報啓発を行い、「よりこ」の社会的認

知度の向上を図ります。また、多様化する相談に対応できるよう医療機関との連

携を充実させます。 
 

③総合的な支援体制の整備 

「三重県犯罪被害者等支援推進計画」に基づき、県内全域で犯罪被害者等の立

場に立った適切な支援が迅速に提供されるよう、市町や関係機関等との相互連携

を強化し、被害の早期回復・軽減および生活再建支援の充実を図ります。 

 

（２）犯罪被害者等の人権問題についての幅広い啓発活動の推進 

①幅広い啓発と情報提供 

犯罪被害者等が日常生活、または、社会生活を円滑に営むことができるように

するため、犯罪被害者等の人権問題について、幅広い啓発活動や研修、支援に関

する情報提供を推進します。 
 

②犯罪被害者等への理解の促進 

県内の事業者、事業者団体に対し、犯罪被害者等への理解の促進と必要な配慮

等について、啓発を実施し、被害後の休職・退職および職場における二次被害※１
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の防止等を図ります。 

 

（３）犯罪被害者等に対する精神的なケアをはじめとする支援 

①各種相談やカウンセリングによる精神的ケアによる支援 

犯罪被害者等は、加害者はもちろん身近な人の不用意な言葉からも大きな精神

的ダメージを受けることから、受けた精神的ダメージを克服し元の社会生活が営

めるよう、各種の相談やカウンセリングによる精神的ケアの支援を行います。 
 

②犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減のための支援 

犯罪被害者等は、犯罪による収入の途絶や入院による治療費、精神的ダメージ

による就労不能等、さまざまな理由による経済的被害を受けますが、加害者から

はその被害を回復できない場合も多くあることから、見舞金制度等による経済的

支援を速やかに行うとともに、制度の周知を図ります。 

犯罪被害者等の安全を確保するため、一時保護施設による保護等の対策を行い

ます。 

犯罪被害者等およびＤＶ被害者に対し、県営住宅への入居に関する優遇制度や

協定に基づく民間賃貸住宅物件の情報提供等制度の周知に努めます。 

 

 

***************************************************************************** 
※１ 二次被害 

相談などの時、被害者に対して不適切な対応をすることで、さらなる心理的被害が生じ、
被害者が深く傷ついてしまうことを言います。 
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44.8 28.6 17.0

3.2 3.5 2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらともいえない どちらかといえばそう思わない

そう思わない 無回答

人権施策【309】  インターネットによる人権侵害 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

県民一人ひとりが、発信者の匿名性や情報発信の簡易さが引き起こす人権侵害につ

いて理解を深め、適切にインターネットを利用しています。 

インターネット上での差別事象・人権侵害の監視と規制に関する体制が整備されて

います。 

プロバイダ等は、日頃から人権に対する意識と見識を養い、個人情報の保護やインタ

ーネット上での差別事象・人権侵害に対して関係機関と連携し、適切に対応していま

す。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より       

■「インターネット上の差別的書き込みを行政が把握し、プロバイダへ情報停止・削

除を求めるべきだ」という意見について、どう思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（2022（令和４）年度調査） 
 

「インターネット上の差別的書き込みを行政が把握し、プロバイダへ情報停止・削

除を求めるべきだ」という意見に対し、「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」

を合わせると 73.4％、「どちらともいえない」が 17.0％、「どちらかといえばそう思

わない」と「そう思わない」とを合わせると 6.7％となりました。 

今後も、インターネット上での差別事象や人権侵害、悪質な書き込み等を防ぐため、

県民に幅広く啓発活動を推進するとともに、差別事象や人権侵害の監視・削除に関す

る体制づくりを進める必要があります。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

インターネット上において、個人等に対する誹謗中傷や差別を助長、扇動する内容

の書き込みが発生しており、それに対する取組は喫緊の課題となっています。また、

ＳＮＳにおけるいじめや誹謗中傷等も起こっていることから、子どもが人権侵害や犯

罪に巻き込まれる危険性も高まっています。 

県は、さまざまな主体と協働して、インターネット上の差別的な書き込みや個人の

誹謗中傷等の人権侵害についてネットモニタリングを実施し、差別書き込みの早期把

握に努めるとともに、発見した書き込みに対しては、関係機関や人権擁護機関へ連絡
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し、削除要請するなど被害の拡大防止に向けて取り組んできました。また、国に対し

て、速やかに人権侵害に係る書き込み等を削除することを可能とする法的措置等を含

めた実効性のある対策を講じるよう要望しています。 

インターネットの適正な利用や社会全体で有害情報から子どもたちを守るために、

市町にモニタリングの実施を要請するとともに、モニタリングや削除要請方法につい

て説明会を開催しました。また、ネット利用者に対して直接働きかけるＳＮＳ広告を

通じて、新型コロナウイルス感染症の差別的な書き込みの未然防止を図ってきました。 

今後も、ＳＮＳ環境の中で発生している個人への誹謗中傷や差別を助長・扇動する

書き込み、いじめによる被害の早期発見に加え、引き続き市町にもモニタリングの実

施を要請するとともに、モニタリング方法などの説明会を開催し、相談機関や法務局

等へ通報できる人材を養成していく必要があります。 

県教育委員会は指導資料や教材を作成し、ホームページに掲載するとともに、自他

の人権を守るために必要な知識や技能等を育むための学習展開例を示した人権学習

指導資料の活用を促進することで、子どもがインターネットを活用するうえで必要な

ネットモラルの育成を図ってきました。 

今後も子どもがインターネットによる人権侵害の被害者にも加害者にもならない

よう、人権学習指導資料等を活用し、ネットモラルやメディアリテラシー等のインタ

ーネットと人権に関する学習を促進する必要があります。 

 

３ 取組方向                               

（１）インターネットの正しい活用に向けた啓発の推進 

インターネットの適正な利用とメディアへの接し方等をテーマに教育・啓発・広

報活動に取り組みます。 

また、保護者を対象とした啓発や、学校と家庭が連携して子どもを見守る体制づ

くりを進めます。 

 

（２）インターネット上における人権尊重の意識を高める教育の推進 

インターネット等を悪用した人権侵害やプライバシーの侵害等が発生している

ことから、インターネット上でも人権を尊重するために、子どもたちがインターネ

ットの適正利用について自ら考え、行動に移せるよう、子どもたちが主体となった

取組を進めていきます。 

 

（３）インターネット上での差別事象・人権侵害の状況把握と対応のための体制づく 

   り 

①インターネット上での差別事象・人権侵害の状況把握 

インターネット上の掲示板等において、個人を誹謗中傷する書き込みや悪質な

差別表現の書き込みが跡を絶たないことから、今後も早期発見・把握するための

モニタリングを継続するとともに、市町と連携・協働し、拡散防止や未然防止の

ための啓発を進めます。 
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②インターネット上での差別事象・人権侵害等への対応のための体制づくりに向け

た取組 

差別的な書き込み等について、プロバイダ等に対して削除要請等を行うととも

に、法的措置等を含めた実効性のある対策を早急に実施するよう国へ要望してい

きます。 

また、市町に対してモニタリングの実施を要請するとともに、差別書き込みの

削除活動ができるように説明会を開催するなど、人材を養成します。 
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37.9 28.1 26.0

3.2
3.3 1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらともいえない どちらかといえばそう思わない

そう思わない 無回答

人権施策【310】  性的指向・性自認 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

性の多様性をはじめ多様な生き方を認め合い、性のあり方にかかわらず、誰もが自

分らしく安心して学び、働き、暮らすことができる社会づくりを地域社会全体で進め

ています。 

 

１ データに見る現状～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より      

■「もし、自分の子どもが同性愛者やトランスジェンダーであっても、親として子ど

もの側に立ち、力になる。」という意見について、どのように思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(2022（令和４）年度調査) 
 

「もし、自分の子どもが同性愛者やトランスジェンダーであっても、親として子ど

もの側に立ち、力になる。」という意見に対し、「そう思う」と「どちらかといえばそ

う思う」とを合わせると 66.0％、「どちらともいえない」が 26.0％、「どちらかとい

えばそう思わない」と「そう思わない」とを合わせると 6.5％となりました。 

今後も、多様な性的指向・性自認に関する社会の理解を深めるため、教育および啓

発活動、相談体制の充実に取り組む必要があります。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

県では、性の多様性についての理解が広がり、当事者が抱える課題が社会の中で共

通認識となり、性のあり方にかかわらず、全ての人の人権が尊重され、多様な生き方

を認め合うことができる社会づくりを地域社会全体で進めていくため、「性の多様性

を認め合い、誰もが安心して暮らせる三重県づくり条例」を 2021（令和３）年４月１

日に施行しました。また、地域で人生を共にしたい人と安心して暮らすことができる

環境づくりに向け、社会観念上の婚姻に匹敵する関係を築くことができる「三重県パ

ートナーシップ宣誓制度」※１を同年９月１日から開始しています。 

ＬＧＢＴ※２等の当事者は、性の多様性について社会の理解が不足しているために偏

見を持たれたり、社会生活上の制約を受けたりするなどの困難に直面しています。 

性的指向や性自認が多様であることに対する理解を広げ、多様性を認め合う社会と

していくためには、社会全体で取り組むことが必要です。 
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３ 取組方向                               

（１）ＬＧＢＴ等の当事者支援等の推進 

「みえにじいろ相談」において、性の多様性に関するさまざまな悩みを抱える当事

者や周囲の方などからの相談に幅広く対応していきます。 

 

（２）性の多様性を尊重する社会づくりに向けた環境整備 

①「三重県パートナーシップ宣誓制度」の啓発 

性のあり方に関わらず暮らしやすい社会となるよう、「みえにじいろハンドブ

ック」やホームページ等で、「三重県パートナーシップ宣誓制度」の周知を図り

ます。 
 

②「三重県パートナーシップ宣誓制度」の利用先の拡充 

制度の利便性の向上を図るため、市町・民間企業と連携し、利用できるサービ

スの拡充を図ります。 

 

（３）性の多様性に関する啓発・教育の推進 

①性の多様性に関する啓発の推進 

性の多様性に関する理解促進のため、県民向けの講座・イベントや企業向けガ

イドブックを活用した研修を実施するなど普及・啓発に取り組みます。 
 

②性の多様性に関する教育の推進 

学校教育においては、人権教育指導資料等を活用し、多様な性的指向・性自認

についての理解を深めるための教育を推進します。また、教職員が研修を通して

多様な性的指向・性自認に関する知識を学び、理解の促進を図ります。 

 

 

***************************************************************************** 
※１ 三重県パートナーシップ宣誓制度 

お互いを人生のパートナーとし、日常の生活において相互に協力し合うことを宣誓し
た二人（一方又は双方が性的少数者）に対して、県が宣誓書受領書等を交付する制度。 

 
※２ ＬＧＢＴ 

人の性愛がどういう対象に向かうのかを示す性的指向や性自認についての性的マイノ
リティを限定的にさす言葉です。性的指向としては、女性同性愛者（レズビアン、Lesbian）、
男性同性愛者（ゲイ、Gay）、両性愛者（バイセクシュアル、Bisexual）があり、性自認に
ついては、身体と心の性が一致しないトランスジェンダー（Transgender）などがありま
す。 
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2.2%

2.8%

20.6%

19.7%

28.9%

19.7%

6.1%
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60歳以上

50代

40代

30代

20代

10代

人権施策【311】  ひきこもり 
 

【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

ひきこもりに関する正しい理解を促進し、当事者・家族・社会の“つながり”の

回復に向けて、当事者やその家族に寄り添った支援体制づくりを進めることにより、

ひきこもり支援に関する社会全体の機運が醸成されています。 

 

１ データに見る現状                           

～「相談支援機関等へのアンケート調査」（三重県ひきこもり支援推進計画）結果 

  より 

■ひきこもり状態にある方の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（2020（令和２）年度調査） 
 

県内の相談支援機関等を対象にしたアンケート調査によると、ひきこもり状態にあ

る方の年齢は、30 代の割合が 28.9％と最も高く、次いで 50 代が 20.6%となっており、

20 代から 50 代までの割合が全体の約９割を占めています。 

ひきこもりの正しい理解の普及・啓発と幅広い世代への支援の取組の推進が必要で

す。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

ひきこもり支援に従事する方々の実感として、地域社会におけるひきこもりに対す

るマイナスイメージや偏見が存在しており、また、ひきこもり当事者は、相談支援機

関に自ら相談に赴くことが難しく、必要な支援サービスにつながりにくい状況があり

ます。 

このため、県民、事業者、民間支援団体に対する、ひきこもりに関する正しい理解

の促進、普及啓発等とあわせて、ひきこもり当事者やその家族、支援者にとって必要

な時に必要な情報が適切に届けられる環境を整えていく必要があります。 

また、アウトリーチ（訪問型）支援を含めた相談支援の充実を図るとともに、人材

の資質向上や多様な担い手の育成・確保を図っていく必要があります。 
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３ 取組方向                               

（１）ひきこもりに関する情報発信・普及啓発 

ひきこもりに対する誤解や偏見を解消するため、ひきこもりに関する正しい理解

を深める啓発活動などを進めます。また、ひきこもり当事者やその家族が、相談窓

口や支援に役立つ情報を必要な時に適切に得ることができるよう、ＳＮＳ等を活用

し、積極的に情報発信を行います。 

 

（２）当事者や家族に寄り添った支援の充実 

①対象者の状況把握・早期対応 

ひきこもり状態を長期化させないため、ひきこもり当事者やその家族の状況把

握・早期対応を行うための仕組みづくりを進めます。 
 

②当事者や家族に寄り添った支援の充実 

三重県ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもり当事者や家族への専

門相談を行います。また、三重県生活相談支援センターに相談支援員やアウトリ

ーチ支援員を配置し、ひきこもり当事者やその家族に寄り添った伴走型支援に取

り組みます。 

 

（３）社会参加と多様な担い手の育成・確保 

①社会参加・活躍できる環境の整備 

ひきこもり当事者が、家庭以外に安心できる場や人とつながる機会を提供する

「居場所」づくりについて、市町における取組を支援するとともに、広域的な支

援体制づくりに取り組みます。 
 

②多様な担い手の育成・確保 

ひきこもり支援者の理解を深め、技術向上を図るための研修会や、複合的な課

題を抱える相談者等の把握や相談支援機関等との連絡調整を適切に行うための

研修会等を開催します。 

 

  



52 

人権施策【312】 あらゆる人権課題の解消に向けて（アイヌの人びと、刑を終
えて出所した人等、災害と人権、貧困等に係る人権課題、北朝
鮮当局による拉致問題等 等） 

 
【人権施策基本方針におけるめざす姿】 

あらゆる偏見や差別意識が解消され、人権侵害が起こることのない、人権が尊重さ

れる社会が築かれ、県民一人ひとりが、互いに個性を認め合い、自立した生活を送っ

ています。 

 

１ データに見る現状                           

～厚生労働省「国民生活基礎調査」結果より 

■子どもの貧困率の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（2022（令和４）年調査） 

※１ 子どもがいる現役世帯（世帯主が 18 歳以上 65 歳未満で子どもがいる世帯）のう 

ち大人が一人の世帯員 

※２ 2018（平成 30）年度からＯＥＣＤの新基準（従来の可処分所得から更に自動車税・ 

軽自動車税・自動車重量税、企業年金の掛金、仕送り額を差し引いて算出）による。 
 

～「人権問題に関する三重県民意識調査」結果より 

■「災害時の避難所で障がい者や高齢者、外国人など支援が必要な人に特別な配慮が

できなくてもやむをえない」という意見について、どのように思いますか。 
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「2022 年 国民生活基礎調査」によると、中間的な所得の半分に満たない家庭で暮

らす 18 歳未満の割合「子どもの貧困率」は、2021（令和３）年時点で 11.5％でした。

世帯類型別では、大人一人で子どもを育てる世帯の貧困率は 44.5％でした。 

また、「災害時の避難所では、障がい者や高齢者、外国人など支援が必要な人に特別

な配慮ができなくてもやむをえない」という意見に対し、「そう思う」と「どちらかと

いえばそう思う」とを合わせると 10.8％、「どちらともいえない」が 18.7％で、いず

れも前回調査と大きな差はみられませんでした。「どちらかといえばそう思わない」

と「そう思わない」とを合わせると 69.4％で、前回調査より 1.4 ポイント増えまし

た。 

今後も、あらゆる人権課題の現状を把握し、課題への認識を深めるとともに、あら

ゆる人権課題を正しく理解するための教育、啓発活動や、相談体制の充実に取り組む

必要があります。 

 

２ 第四次行動プランの取組をふまえた現状と課題              

さまざまな人権課題について、啓発冊子の作成や研修会・講座のテーマとして取り

上げるなど、正しい理解と偏見の解消に取り組んできました。今後も、人権をめぐる

社会の動向やさまざまな人権課題の把握に努め、現状への理解と課題認識を深めると

ともに、啓発・広報等、必要に応じた取組を進めていく必要があります。 
 
【アイヌの人びと】 

「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法

律」をふまえ、関係機関等と連携して、アイヌの人びとの文化や歴史的な経緯や差別

の実態、多様性を尊重する生き方に学ぶ人権教育・啓発を進める必要があります。 
 
【刑を終えて出所した人等】 

高齢又は障がいを有する矯正施設の入所者等が、退所等した後に適切に福祉サービ

スを受けられるよう支援するため、「三重県地域生活定着支援センター」を設置し、受

入施設等のあっせん、福祉サービス等に係る申請支援等の援助を行いました。矯正施

設等の退所者が、再び罪を犯さず、地域の中で自立した日常生活・社会生活ができる

よう、関係機関と連携して取り組む必要があります。 
 
【災害と人権】 

市町や地域が行う避難所運営訓練等に県防災技術指導員を派遣し、県が作成した

「三重県避難所運営マニュアル策定指針」を活用しながら、要配慮者を含む避難者受

け入れの指導などの支援に取り組みました。 

「外国人防災リーダー」を育成する研修や、外国人避難者の受入れを想定した避難

所運営訓練などを実施しました。 

市町や地域における避難所運営訓練やＨＵＧ（避難所運営ゲーム）、避難所運営マ

ニュアル作成ワークショップ等の実施への支援を引き続き行い、多様な避難者に配慮

した避難所の環境整備を推進する必要があります。 
 
【貧困等に係る人権課題】 

生活困窮者の自立促進を図るため、福祉事務所設置自治体（県、14 市、多気町）の

生活困窮者を対象とした相談窓口（自立相談支援機関）において、生活困窮者の相談

に応じ、相談者の個々の状況に応じた支援を行いました。生活保護の適正実施、生活
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保護受給者の自立支援を進めるとともに、さまざまな課題を抱えた生活に困窮する人

に対して、相談支援等を実施することで自立の促進を図る必要があります。 

また、県内のホームレス数は年々減少していますが、今後もホームレスに対する偏

見や差別意識をなくすための啓発や人権相談への対応が必要です。 
 
【北朝鮮当局による拉致問題等】 

北朝鮮当局による拉致問題の解決を願う気持ちを込めたブルーリボンの着用やホ

ームページでの情報発信のほか、「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」（12 月 10 日～16 日）

を中心にパネル展示、ＤＶＤ上映、テレビ・ラジオ・広報紙による啓発等に取り組み

ました。拉致問題の解決に向け、今後も啓発等を続けていく必要があります。 

 

３ 取組方向                               

（１）あらゆる人権課題の現状把握 

各種統計データや差別事象の発生状況、人権問題に関する相談の状況等、社会の

動向をもとにあらゆる人権課題の現状の把握に努めます。 

 

（２）あらゆる人権課題に対する理解を深めるための教育・啓発活動の推進 

【アイヌの人びと】 

松浦武四郎記念館や北海道白老町の「民族共生象徴空間」（ウポポイ）と連携し

て、アイヌの人びとの文化やその多様性を尊重する松浦武四郎の生き方に学ぶとと

もに、アイヌの人々の歴史的な経緯や差別の実態をふまえた人権教育・啓発を進め

ます。 
 
【刑を終えて出所した人等】 

刑を終えて出所した人等への理解と認識を深めるために、地域、職場等で人権教

育・啓発を進めます。 
 
【災害と人権】 

災害時に配慮や支援が必要な人への理解を深め、災害時においても人権が守られ

るよう、啓発を推進するとともに、避難所運営等の災害時の対応において、さまざ

まな視点に立って活動が行われるよう取組を進めます。 
 
【貧困等に係る人権課題】 

ホームレスを含む貧困等に係る人権課題について、理解と認識を深めるための啓

発を行います。 
 
【北朝鮮当局による拉致問題等】 

北朝鮮当局による拉致問題等への関心と認識を深めていくため、さまざまな手法

により、国等と連携しながら理解促進の取組を進めます。 

 

（３）人権侵害に対応するための取組の推進 

人権侵害を受けた人や対人関係等で悩みを抱える人が適切に救済されるよう相

談体制を充実させるとともに、相談窓口や救済につながる諸制度の活用について啓

発と広報を行います。 

相談対応に当たっては、対話を重視し、相談者に寄り添った対応を行います。 

また、差別解消条例に基づく不当な差別に係る申立てについて、適切に調査・審

議することで当事者間の紛争解決を図ります。 
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第３章 人権施策の推進体制等 

 

全ての人の人権が尊重され、安心して生活できる社会づくりのためには、県をはじ

め、県民一人ひとりがその担い手として人権意識の高揚に努めるとともに、互いの人

権を尊重し、社会のあらゆる分野において主体的に行動することが求められています。 

第五次行動プランにおける人権施策の推進にあたっては、次に掲げることに留意し

て、取り組んでいきます。 

 

１ 人権尊重の視点に立った行政の推進 

県は、不当な差別その他の人権問題のない、人権が尊重される社会の実現を図るた

め、県行政のあらゆる分野において人権尊重の視点に立って取り組むとともに、人権

が尊重される社会の実現に関する施策を積極的に推進します。  

このため、職員が人権問題に関する正しい理解と認識を深め、人権問題を自らの課

題として認識し、それぞれの行政分野において適切な対応が行われるよう体系的に人

権研修を実施します。 

また、人権問題の解消には、対話による相互理解を通じて対応することを基本とし、

人権問題に関する相談があった場合には、相談者に丁寧で寄り添った対応を行い、人

権問題の解消に向けて取り組みます。  

 

２ 県民、事業者等と協働したまちづくり 

（１）多様な主体による人権尊重のまちづくり 

県民一人ひとりが人権尊重の意識を高めていくためには、地域社会全体での取組

が不可欠です。 

事業者やＮＰＯ等が行う人権に関わる活動は、機動性、柔軟性に優れており、さ

まざまな人権問題の解決に向けて大切なものとなっています。とりわけ、偏見や差

別に傷つき、苦しむ人々に寄り添い支援する人権関係団体・ＮＰＯ法人などには大

きな役割を担っていただいています。人権問題の解決のためには、これらの団体な

どをはじめ、社会全体が連携して取り組むことが重要です。 

このため、今後さらに、国、市町をはじめ、県民や事業者、ＮＰＯ等との連携・

協働を図り、地域住民やさまざまな主体が連携し、社会全体で支え合う、人権尊重

のまちづくりの取組を推進することが必要です。 

 

（２）ＳＤＧｓ※１の理念をふまえた人権施策の推進 

人権が尊重される社会を実現するためには、行政だけでなく、事業者、ＮＰＯ、

個人などのさまざまな主体と連携し、「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの理念

をふまえ、多様で、包容力ある持続可能な社会にしていくことが必要です。 

人権の尊重やジェンダー平等の実現は、分野横断的な価値としてＳＤＧｓの全て

のゴールの実現に不可欠なものであり、教育、福祉、雇用などあらゆる取組におい

て常にこうした視点を持って、施策に反映することが必要です。 
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（３）ビジネスと人権※２ 

事業者等は、ビジネス活動を通じて人々の生活に影響を及ぼすため、その人権尊

重に対する責任が明示された「ビジネスと人権に関する指導原則」に沿って、 

ＳＤＧｓがめざす社会の実現に寄与することが期待されています。 

これまでは、パワーハラスメント（パワハラ）、セクシュアルハラスメント（セク

ハラ）、部落差別（同和問題）といった概して職場にかかる問題としてとらえられて

いましたが、労働環境のほか、取引先から製品・サービスの使用にとどまらず廃棄

にまでおよぶサプライチェーン全体や、広告の受け手、直接の取引関係にはない地

域住民なども含め、事業活動全体においてあらゆる人権侵害が起きていないかを配

慮することが求められています。 

こうした、事業活動に関わる全ての人の人権を尊重する「ビジネスと人権」の趣

旨を正しく理解し、認識を深め、行動することが必要であり、企業をはじめとした

事業活動を行う全ての団体に求められます。 

女性、障がい者、外国人、性的指向・性自認をはじめとするあらゆる人権に配慮

した責任ある事業活動の促進を図ることが必要です。 

 

３ 計画の推進と進捗管理 

（１）推進体制 

①県組織における推進体制 

県では、人権施策を進める上で基本的かつ重要な事項については、各部局等の

副部長等で構成する「三重県人権施策推進会議」において協議し、全庁的な人権

施策の推進を行います。また、この会議の下部組織として「人権監等会議」と「管

内人権行政推進調整連絡会議」を置き、本庁および地域防災総合事務所・地域活

性化局内の連絡調整や、横断的・日常的な人権に関する行政課題の解決に取り組

みます。 

さらに、差別解消条例に基づき設置されている「三重県人権施策審議会」を開

催し、行動プランの進捗状況やその他人権施策に関する調査・審議をふまえて、

人権施策の着実な推進に努めます。  
 

②さまざまな主体との協働推進体制 

市町と県で構成する「三重県人権・同和行政連絡協議会」等を活用し、市町と

協力・連携しながら人権施策を推進していきます。また、国（津地方法務局）お

よび三重県人権擁護委員連合会、三重県社会福祉協議会、県で構成する「三重県

人権啓発活動ネットワーク協議会」において、啓発活動の総合的な推進に取り組

みます。 

さらに、県内企業で構成される「三重県人権啓発懇話会」等の既存の推進組織

との連携に加え、地域におけるさまざまな主体の人権に関する活動への支援を通

じて、各主体との対話を深め、新たな協働体制の構築やネットワーク化につなげ

ていけるよう努めます。 
 

（２）進捗管理 

人権施策を推進するために県が取り組む事業を、「年次報告」として取りまとめ、

三重県人権施策審議会で課題や取組方向について協議し、県議会に報告するととも

に、ホームページ等において公表します。  
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進捗管理を行うため、人権施策全体の成果を計る行動プラン全体の「目標項目」

と計画期間終了までの「目標値」を掲げて、計画的に取り組むこととします。また、

横断的に取り組む２つの施策分野にも「目標項目」と「目標値」を設定し、施策の

進捗状況を把握していきます。  

 

【目標項目と目標値の設定】 

目  標  項  目 
現 状 値 

(2022(令和 4)年度) 
目 標 値 

(2027(令和 9)年度) 

プラン全体 

人権が尊重されてい
る社会になっている
と感じる県民の割合
（※１） 

42.8％ 47.8％ 

人権啓発および人権
教育の推進 

＊県が開催する人権
イベント・講座等への
参加者数と人権セン
ター利用者数（※２） 

38,754 人 47,400 人 

＊学校における人権
教育を通じて、人権を
守るための行動をし
たいと感じるように
なった子どもたちの
割合（※３） 

93.1％ 100％ 

不当な差別その他の
人権問題を解消する
ための施策の推進 

＊人権に係る相談体
制の充実に向けた取
組（※４） 

相談体制の確保 相談体制の充実 

＊強じんな美し国ビジョンみえ「みえ元気プラン」における施策 12-1 のＫＰＩ（重
要業績評価指標）と同じです。 

 
※１ 「ｅ-モニターアンケート」で、県民一人ひとりの人権が尊重されている社会に

なっていると「感じる」「どちらかといえば感じる」と回答した県民の割合。 
※２ 県が開催する各種の人権イベント・講座等へ参加した人数と人権センター利用

者数の合計 
※３ 県立学校の生徒を対象としたアンケート調査において、「差別をなくすために

何かできることをしたい」と思うかどうかを問う質問に「そう思った」、
「やや思った」と回答した生徒の割合 

※４ 差別解消条例をふまえた相談体制の充実（多様化・複雑化する相談への対応
等）に向けた取組 

 

********************************************************************************  

※１ ＳＤＧｓ(エスディージーズ：Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標)  
2015（平成 27）年９月の国連サミットで持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）が採択され

ました。これは、2030 年までに世界を変えるための国際目標で、「誰一人として取り残さ
ない」ことを理念として掲げ、持続可能な世界を実現するために、経済面・社会面・環境
面の幅広い課題を同時に解決していくことをめざしています。17 のゴール（目標）と、
それらを達成するための具体的な 169 のターゲット（達成基準）からなる普遍的な目標
として、国においても、積極的に取り組んでいます。 
「第五次人権が尊重される三重をつくる行動プラン」の各課題と、課題の取組が達成に

寄与すると考えられる１７の目標（ゴール）との関係を巻末に整理しました。 
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※２ ビジネスと人権 

企業活動における人権尊重の概念であり、2011（平成 23）年に国連人権理事会で「ビ
ジネスと人権に関する指導原則」が採択されたことを契機に注目されるようになりまし
た。日本では 2020（令和２）年に関係府省庁連絡会議において、企業活動における人権
尊重の促進を図るため、「ビジネスと人権」に関する行動計画が策定されました。 
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「第五次人権が尊重される三重をつくる行動プラン」とＳＤＧｓ（持続可能な開 

※「第五次人権が尊重される三重をつくる行動プラン」の各課題と、課題の取組が達成に  

施   策 課   題 

  
 

 

貧
困
を
な
く
そ
う 

飢
餓
を
ゼ
ロ
に 

す
べ
て
の
人
に 

健
康
と
福
祉
を 

質
の
高
い
教
育
を 

み
ん
な
に 

Ⅰ 人権啓発お
よび人権教育
の推進 

人権啓発【101】 〇  〇  

人権教育【102】 〇  〇 〇 

Ⅱ 不当な差別
その他の人権
問題を解消す
るための施策
の推進 

相談体制の充実【201】 〇  〇 〇 

紛争解決に向けた取組の充実【202】 〇  〇  

Ⅲ 課題別施策
の推進 

部落差別（同和問題）【301】 〇  〇 〇 

子ども【302】 〇 〇 〇 〇 

女性【303】 〇  〇 〇 

障がい者【304】 〇  〇 〇 

高齢者【305】   〇  

外国人【306】 〇  〇 〇 

患者等【307】   〇  

犯罪被害者等【308】 〇  〇  

インターネットによる人権侵害【309】     

性的指向・性自認【310】 〇  〇 〇 

ひきこもり【311】   〇 〇 

あらゆる人権課題の解消に向けて【312】 〇  〇 〇 
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発目標）との関係 ～関連する主なＳＤＧｓの目標（ゴール）～  

寄与すると考えられる１７の目標（ゴール）との関係を以下のとおり整理しました。  

  
    

  
 

    

ジ
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ン
ダ
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平
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を

実
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と
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を
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ル
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ー
を
み
ん
な

に
そ
し
て
ク
リ
ー
ン
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働
き
が
い
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経
済
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長
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産
業
と
技
術
革
新
の

基
盤
を
つ
く
ろ
う 

人
や
国
の
不
平
等
を

な
く
そ
う 

住
み
続
け
ら
れ
る 

ま
ち
づ
く
り
を 

つ
く
る
責
任 

つ
か
う
責
任 

気
候
変
動
に 

具
体
的
な
対
策
を 

海
の
豊
か
さ
を 

守
ろ
う 

陸
の
豊
か
さ
も 

守
ろ
う 

平
和
と
公
正
を 

す
べ
て
の
人
に 

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

で
目
標
を
達
成
し
よ
う 

〇   〇  〇 〇       

〇   〇  〇      〇 〇 

〇   〇  〇 〇     〇 〇 

〇     〇      〇 〇 

〇   〇  〇 〇     〇 〇 

〇   〇  〇      〇 〇 

〇   〇  〇      〇 〇 

   〇 〇 〇 〇 〇  〇 〇 〇 〇 

   〇  〇 〇      〇 

   〇  〇 〇     〇 〇 

〇   〇  〇       〇 

〇     〇 〇     〇 〇 

〇     〇      〇  

〇   〇  〇      〇 〇 

〇   〇  〇      〇 〇 

〇     〇        


